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はじめに 

 

（１）我が国を取り巻く状況 

 

我が国は、大きな環境変化に直面している。 

 

新興国の経済成長に伴って、世界経済に占める我が国の相対的な

プレゼンスの低下、多極化する世界の中で生じる新たな地政学的リ

スク、エネルギー、水、食料、鉱物資源などのボトルネックの顕在

化が懸念される。 

新興国も交えた資源の争奪戦が繰り広げられ、長期的に資源価格

は上昇傾向にある。また、短期的には、価格の乱高下が発生しやす

い状況が生まれやすくなっている。 

新興国の旺盛なエネルギー需要は、温室効果ガス排出量の増加に

よる地球温暖化問題の深刻化につながり、その排出削減に向けた取

組が国際的に強く求められる。 

経済のグローバル化が一層進展し、企業間の国際競争が激しさを

増す中で、環境変化に迅速に対応しつつも、開発、生産、販売等の

場面で、競争力を最大化させる必要性がこれまで以上に高まってい

る。 

高齢化、都市の過密化、地域の過疎化は、世界的に生じ、都市計

画や交通、社会インフラ、社会保障のあり様が根本から問われるこ

ととなる。 

 

我が国は、世界が直面することとなる高齢化、資源・エネルギー

問題などに真っ先に取り組まざるを得ない課題先進国である。高い

技術力に支えられ、より大きな付加価値を生む産業の発展を通じて、

このような課題を世界に先駆けて解決していくことが求められる。 

 

（２）自動車産業の位置づけ、期待される役割 

我が国経済において、自動車産業はリーディング産業である。高

い国際競争力を有し、貿易黒字の約５割を占める外貨の稼ぎ頭でも

ある。国内において、広大な裾野産業と雇用を抱え地域経済を支え
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ている（図１－１、１－２、１－３）。 

 
図１－１ ２０１２年製品別市場規模及び日系企業売上高と世界シェア 

 
出典：経済産業省 「我が国企業の国際競争ポジションの定量的調査」調査結果（富士キメラ総研）、 

JEITA「電子情報産業の世界生産見通し」等 

 
図１－２ 裾野の広い自動車産業 

 
出典：総務省「平成１７年（２００５年）産業連関表」 
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図１－３ 自動車産業は貿易収支の稼ぎ頭 

 
出典：財務省「貿易統計」 

 

従来から、自動車は、環境汚染、省エネルギー、温室効果ガスの

排出抑制など社会的課題に対応し、先進的な技術の開発、投入を実

現してきたが、今後も引き続き、自動車の環境性能の一層の向上を

通じて、その解決に貢献していくことが期待されている。特に、海

外資源に大きく依存し、エネルギーに根本的な脆弱性を抱える我が

国において、自動車による貢献への期待は極めて大きい。また、高

齢化が進展する中で運転能力が低下した高齢者が安全で円滑に移動

できる社会の実現や、都市における渋滞問題の解消などに向けて、

自動車には更なる進化が期待されている。 

 

こうした様々な社会的要求に応えて自動車の高付加価値化が進む

中で、関連する技術分野は、機械技術を大きく超えて、半導体、情

報通信、電池、炭素繊維等の革新材料など、広範囲に拡大している。 

 

自動車産業は、その１００年余りの歴史の中で、品質、信頼性、

生産性を不断に追求していくという姿勢を一貫して推し進め、その

姿勢を通じて働く人々が成長を遂げていくという人づくりの役割を

も担ってきた。戦後の混乱期を乗り越え、非常に短期間で競争力を
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高め、世界経済の変化に対応してグローバル展開を果たしてきた。

その結果、日本製の自動車は、四輪、二輪、大型、小型のモビリテ

ィ全般に渡って世界で圧倒的な存在感を示し、我が国の良質なる国

家イメージを形成している。 

 

いわば、自動車産業は「国民産業」であり、日本を代表する「ブ

ランド」なのである。 

 

現在、デフレ脱却に向けた経済の好循環の形成を進める中でも、

自動車産業は、収益の従業員や取引先への還元を率先して進める等

の大きな役割を果たしている。自動車産業の発展は、短期的にも、

中長期的にも、日本再興の重要な鍵を握るものである。 

 

（３）自動車産業の動向について 

自動車産業は、リーマンショックを契機とする金融危機と世界同

時不況を乗り越え、その後に生じた過度な円高が一服し、経済が成

長軌道に乗りつつある中で、その収益は大幅に回復しつつあるが、

グローバルに生じつつある諸問題や世界の経済や産業の構造的変化

を踏まえると、決して楽観は許されない状況にある。 

自動車に係る新興国市場が拡大していく中で、世界中の各市場で、

欧州系、米国系、韓国系企業等との競争は激化していく傾向にある。

また、先進国のみならず、新興国においても環境規制が強化されて

いく方向にあり、引き続き、世界の需要の大宗を占める内燃機関と、

電動車両の双方の革新を追求していくことが求められる。 

こうした中で、ドイツでは異業種を含む複数の企業や大学が連携、

協調体制を構築し、効率的に研究開発を行う取組が進められている。

また、自動車メーカー各社では車体の大きさ、タイプを超えて自動

車の企画・設計段階の高いレベルから、標準化・共用化などで開発・

生産の効率性を向上させる取組等が進められている。なお、こうし

た部品の共用化は、リコールが生じた場合にその損失が拡大する傾

向にある等の副次的影響も生じるが、自動車メーカーにおいては、

より一層の品質確保や、不具合の早期発見・早期対応等の取組が進

められている。 

自動車メーカーとサプライヤの関係では、我が国の自動車メーカ

ーがグローバルで生産、調達、販売を進め、部素材メーカーの海外
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展開が進展していく中でも、引き続き、共存共栄の原則に基づいた

取引関係が重要な役割を果たしている。他方で、様々な自動車メー

カーとの取引を行う立場を生かして課題を見つけ、複数の部品を束

ねるシステム全体の開発、提案を行い、それをグローバルに安定的

に供給する能力を持ったサプライヤの存在感が高まりつつある。 

また、災害時の電源の確保、電力の安定供給、交通事故の低減、

渋滞解消などの社会的な課題に対しては、自動車単体での対応に加

えて、システムとして対応する動きも着実に始まっている。例えば、

自動車単体としてのＩＴ化とともに、安全運転支援システムや自動

走行システムの実用化及び自動車が外部ネットワークとつながるこ

とによるビジネス展開が本格的に進みつつある。これに必要となる

高度な情報処理に対応できる高品質な車載用半導体、高度なソフト

ウェアへのニーズの高まり等も背景として、自動車産業において新

たなプレーヤーの参入・事業拡大が行われる動きが活発化してきて

いる。 

 

（４）戦略策定に向けて 

国民産業である自動車産業がこれからも発展していくことは、日

本経済及び産業の発展にとって必要不可欠である。 

 このため、「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26年 6月 24日閣議決

定）において、自動車産業戦略 2014を策定することとされたことも

受け、自動車産業に係る市場の動向及び産業の動向並びに自動車に

関連する諸課題を総合的に整理分析し、我が国自動車産業に係る総

合的な戦略を策定していくことが必要である。 

 

 なお、我々はこれまでに、「次世代自動車戦略２０１０（平成２２

年４月）」、「日本経済の新たな成長の実現を考える自動車戦略検討会 

中間とりまとめ（平成２３年６月）」といった、自動車産業に係る戦

略を策定してきた。前者は、自動車産業を巡る外部環境の変化を踏

まえ、緊急性の観点から、特に次世代自動車、中でも電気自動車や

プラグイン・ハイブリッド自動車について詳細な戦略を策定した。

また後者は、震災後のエネルギー問題等の環境変化を踏まえて、自

動車がどのような役割を果たし、自動車産業が日本経済の新たな成

長にどのように貢献できるのかを示した。 

本戦略は、これらを書き換えるものではない。「次世代自動車（乗
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用車）の車種別普及目標」やこれを実現する具体的施策を含め、こ

れら戦略が提示した重要な方向性を承継しつつ、自動車産業をより

幅広い観点から捉えることで、これら戦略を補強・発展させるもの

である。 

２．自動車産業が直面する課題 

 

  「次世代自動車戦略２０１０」では、（ア）リーマンショック後

の自動車産業における競争環境の変化、（イ）原油価格の高止まり

等を背景とするエネルギー制約、（ウ）地球温暖化対策における自

動車産業の貢献への期待、（エ）「グリーンイノベーション」によ

る成長戦略における自動車産業の役割 等を踏まえつつ、緊急に

取組が求められる分野として、次世代自動車 1の中でも電気自動車、

プラグイン・ハイブリッド自動車に特に重点を置いた戦略を策定

した 2。「環境・エネルギー制約」をはじめ、自動車産業の供給面

に強い影響を与える外部要因に着目し、対象を絞り込んだ戦略で、

本戦略でも踏襲する「乗用車車種別普及目標 3」など、今後の自動

車産業政策の重要な方向性を明らかにした。 

「自動車産業戦略２０１４」は、自動車産業が「国民産業」と

して今後も永続的に発展することを目指す戦略である。対象は電

気自動車等の次世代自動車に絞り込むのではなく、自動車産業全

般を幅広く扱う。したがって、戦略検討の前提となる外部環境に

ついても、「環境・エネルギー制約」に加えて、自動車産業の需要

面に影響を与える要素、特に自動車ユーザー側の変化について、

グローバルな視点で分析を行った。具体的には、需要に直接的に

影響する人口や個人所得の動向のほか、高齢化や都市化・過疎化
                                                   
1 ハイブリッド自動車（ＨＶ）、電気自動車（ＥＶ）、プラグイン・ハイブリッド自動

車（ＰＨＶ／ＰＨＥＶ）、燃料電池自動車（ＦＣＶ／ＦＣＥＶ）、クリーンディーゼル

自動車（ＣＤＶ）、圧縮天然ガス自動車（ＣＮＧＶ）等。 
2 『次世代自動車戦略２０１０』では、内燃機関自動車と次世代自動車に共通する「全

体戦略」を示した上で、電気自動車とプラグイン・ハイブリッド自動車について、「電

池戦略」「資源戦略」「インフラ整備戦略」「システム戦略」「国際標準化戦略」を策

定した。 
3 乗用車の販売台数に占める次世代自動車の割合を２０３０年に５０～７０％とする

ことを含む車種別の目標。 
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の進行、さらには人々の価値観の変化など、需要の「形」に影響

を与えそうな要素についても、今後１０年～２０年の動向を中心

に展望した。以下にその結果を概観する。 

 

（１）環境・エネルギー制約の高まり 

世界全体の二酸化炭素排出量は、約２１０億トン（１９９０年）

から約３０５億トン（２０１０年）に大幅に増加した。特に新興国

における増加が顕著であり、世界全体の排出量に占める先進国の排

出量の割合は、約７割（１９９０年）から約４割（２０１０年）に

低下している。地球温暖化問題の本質的な解決のためには、先進国

だけでなく、世界全体の排出量の大幅削減が不可欠である。排出量

の約１５％と大きな割合を占める自動車についても、市場拡大が急

速に進む新興国を含め、今後、世界全体で積極的な取組が求められ

る。実際、世界最大の自動車市場である中国でも、先進国並の燃費

規制の導入が検討されているように、今後、二酸化炭素排出量の削

減に向けた規制の強化やこれに対応する技術革新が、世界の自動車

産業に大きな影響を与えることは確実である。 

世界のエネルギー需要は、２０３０年には２０１０年の１.３倍

に増加すると見込まれている。需要が急速に拡大する新興国は、国

営企業による資源開発・調達を積極的に進めているが、これら新興

国の企業群を交えた資源獲得競争の激化や地域紛争、経済情勢の変

動等は、資源価格の上昇傾向や乱高下が起こりやすい状況を生み出

している。原油は現在、１バレル１００ドルを超える水準まで上昇

し、中東の政治・社会情勢等には常に敏感に反応している。原油に

ほぼ依存する自動車には、地域によって差はあるものの、燃費の向

上や脱石油を求める圧力が今後も強まるであろう。特に我が国のよ

うに、ほぼ全てのエネルギー源を海外からの輸入に依存し、エネル

ギー供給体制に根本的な脆弱性を抱えている国では、石油の消費抑

制（燃費向上）はもちろん、電力や天然ガスさらには水素の活用に

よるエネルギー源の多様化を積極的に進めていく必要に迫られる。 

 

（２）人口増加と個人所得の拡大 

今後も世界の人口は新興国を中心に増加し、２０２５年には８１
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億人に達する見込みである 4。同時に、新興国では個人所得（一人

当たりＧＤＰ）も急速に拡大する見込みで、２０２５年以降２０３

５年頃までに、中国を含む複数の新興国では、現在の先進国の水準

に近づくとの予想もある 5。これらの想定が正しければ、自動車市

場は今後当面の間、過去に経験したことがない急速なペースで成長

することになる。 

他方、２０３５年以降になると、アフリカを除く世界の人口増加

のペースは鈍化し、地域によっては横ばいか減少に転じる見込みで

ある。アフリカ市場の成長は十分に期待できるものの不確定な要素

も多く、自動車市場の量的な拡大がいつまでも続くわけではないこ

とにも留意する必要がある（図２－１、２－２）。 

なお、世界の人口が今後増加する一方で、我が国の人口が減少す

ることは確実で（図２－３）、これは国内市場の縮小圧力や労働力

不足といった形で、我が国自動車産業に大きな影響を与える可能性

がある。 
図２－１ 世界の人口増加ペース     図２－２ 一人当たり GDP予測 

  
                                                   
4 OECD Dep. Of Economic and Social Affairs “World Population Prospects (Middle 
variant): The 2012 Revision”, OECD “Economic Outlook No.93 June 2013 
Long-term baseline projections 
5 OECD Economic Outlook No.93 June 2013 Long-term baseline projections 

*AsiaはOECD加盟のアジア諸国、中国、インドを除く
出典: OECD, UN Dep. Of Economic and Social Affairs 
“World Population Prospects (Middle variant): The 2012 
Revision”, OECD “Economic Outlook No 93 -June 2013 -
Long-term baseline projections”よりA.T. Kearney 作成

出典: OECD “Economic Outlook No 93 - June 2013 -
Long-term baseline projections”よりA.T. Kearney 作成
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図２－３ 日本の人口推移 

 
出典:「平成 24年版情報通信白書」、原出典:「総務省「国勢調査」及び「人口推計」、 

    国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）:出生中位・死亡中

位推計」（各年 10月 1日現在人口）、厚生労働省「人口動態統計」」 

     http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h24/html/nc112120.html  

 

 

（３）高齢化の進行 

今後、世界全体で高齢化が進行する。２０２５年までは先進国を

中心に高齢化が進み、世界全体の高齢化率（高齢者（６５歳以上）

人口の割合）は１０％程度まで高まる。その後２０５０年までには、

アフリカとインド以外の地域において高齢化が進み、世界全体の高

齢化率は１６％にまで上昇する見込みである（図２－４）。これは

我が国が９０年代後半に経験した水準であり、世界の多くの地域が

高齢化問題に直面することになる 6。 

  

                                                   
6 一般に、高齢化率が１４％を超える社会を「高齢社会」と呼ぶ（平成１６年版高齢社

会白書）。我が国は９５年に高齢社会となった。今後、ロシア、中国、ブラジル、トル

コなどが２０３５年までに高齢社会になると予想されている。 

平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

人口（万人）
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3,464
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図２－４ 世界の高齢化率の推移 

 
出典: OECD, UN Dep. Of Economic and Social Affairs “World Population Prospects: The 2012 Revision”、

UN Population Division, Population Reference Bureauより A.T. Kearney 作成 

 

 

高齢化は自動車産業にも大きな影響を及ぼす。例えば、我が国で

は、自動車乗車中の死亡事故は、６５歳以上についてはそれ以下の

年齢層の２倍以上の頻度で発生している7。全体としては減少傾向が

続いている自動車乗車中の死亡事故であるが、高齢者については、

２０１３年（６１３件）は対前年（５９１件）で増加に転じている 8。

                                                   
7 65 歳以上における 2013 年の自動車乗車中の交通事故死者数は 613 人、2013 年 12
月 1 日時点の 65 歳以上人口は 3207 万人、従って、65 歳以上の 100 万人あたりの自動

車乗車中交通事故死亡者数は 19.1 人 
64 歳以下の交通事故死者数は 802 人であり、64 歳以下の人口は 9502 万 2 千人、従っ

て、64 歳以下の 100 万人あたりの自動車乗車中の交通事故死亡者数は 8.4 人 
ゆえに、2.27 倍 
8 警察庁交通局『平成 25 年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通違反取締り状況につ

いて』 

高齢社会の
指標
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また、高齢者の自動車保有率は、全体の平均より著しく低い 9。高

齢化の進行は、より安全で円滑な移動に対する需要を高めるととも

に、自動車市場の成熟化を促すとも考えられる。 

 

（４）都市の過密化と地方の過疎化の進行 

２０１１年時点で４０億人弱の世界の都市人口 10は、２０２５年

には４５億人、２０３５年には５３億人、２０５０年には６３億人

に増加する見込みである 11（図２－５）。例えば、２０２５年には、

５００万人以上の人口を有する、いわゆるメガシティは世界全体に

７０都市以上存在すると言われている。また、僅か６００の都市に

世界人口の５分の１が集中し、世界全体のＧＤＰの６５％が生み出

されるとの予想もある 12（図２－６）。このように過密化した都市

において人々の円滑な移動を確保するためには、自動車の渋滞問題

を解決するとともに、道路等のインフラや鉄道等の公共交通システ

ムと効果的に連携を図ることが重要な課題となるだろう。 

他方で、地方の人口は、世界全体で２０２５年頃から減少に転じ

る見込みであり、過疎化が進行する地域も増えると思われる。公共

交通の維持が難しくなる地域では、自動車に対する需要が高まる可

能性があるが、ガソリンスタンド等の自動車を支えているインフラ

の維持も難しくなる可能性があることにも留意する必要がある。ま

た、一般に地方は高齢化の進行が早く、前項で指摘した高齢化の影

響を強く受ける傾向にあることにも注意が必要である。 

  

                                                   
9 ６５歳以上の高齢者の自動車保有台数は、単身世帯は１,０００世帯あたり２７２台

（平均４４２台）、複数人世帯は１,０００世帯あたり１,１２５台（平均１４１４台）

となっており、平均より少ない。（出典：総務省 平成２１年全国消費実態調査、警察

庁、総務省公表資料より A.T. Kearney調査） 
10 UN の各国毎の都市人口の定義による。例えば、日本では、カッコ内の３つの要素を

満たす地方自治体の人口の合計が都市人口となる。（①５万人以上の住民がいること、

②６０％以上の住居が中心市街地にあること、③６０％以上の人口（扶養家族含む）が

製造業、貿易業、その他都市型と分類される職業に従事していること。） 
11 UN “World Population Prospects, the 2012 Revision” 

12 A.T. Kearney調査（平成 25年度製造基盤技術実態等調査） 
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図２－５ 都市の過密化地方の過疎化の進行 

 
出典: United Nations : World Population Prospects, the 2012 Revision, A.T. Kearney analysis 

 
図２－６ メガシティ 

 
※ 本資料に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではない。 

出典：A.T. Kearney調査（平成 25年度製造基盤技術実態等調査） 

2025年時点で500万人以上のメガシティ

Population >10m

Population >5m

• 2025年メガシティ（500万人以上の都市）は70強
存在すると予想される

• 世界人口の1/5を持つ600都市が世界のGDPの
65%を生産すると予想される
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（５）価値観の変化 

１９９０年以降に生まれた世代は、一般にＩＴへの親しみが強い

デジタル世代である。この世代の自動車購入人口に占める割合は、

世界全体で、２０１５年には１２％であるが、２０２５年には３

２％、２０３５年には５０％となることからＩＴの積極的な活用を

含めた魅力的なクルマづくりが求められる。 

また、この世代は価値観が多様であり、自動車の保有や運転につ

いて、それ以前の世代が持つ価値観を必ずしも共有しないとも言わ

れている。我が国では、３０歳未満の世代で「クルマ離れ」が進行

しており、少子化と合わせて国内市場における大きな課題となって

いる（図２－７）。 

 

図２－７ １９９０年以降に生まれた世代の推移 

 
出典: OECD, UN Dep. Of Economic and Social Affairs “World Population Prospects (Middle variant): 

The 2012 Revision”より A.T. Kearney 作成 

 

 

以上、「環境・エネルギー制約の高まり」、「人口増加・個人所得の

拡大」、「高齢化の進行」、「都市の過密化と地方の過疎化の進行」、「価

値観の変化」は、いずれも自動車産業が有効な対応策を提示しなけ

ればならない重要な課題である。第三章では、これらの課題を我が

国自動車産業としてどのように克服し、対応していくべきかについ

て、検討を行う。 
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３．自動車産業が目指すべき方向性－４つの戦略 

 

  本章では、第二章で分析した外部環境の変化が自動車産業にどの

ような意味を持つのかについて検討した上で、目指すべき方向性を

４つの戦略として提示する。 

世界の人口増加は加速する。特に新興国の人口増加は著しく、所

得水準も向上し、自動車市場における存在感は急速に大きくなる。

従来は、例えば環境技術や安全技術が先進国で確立した後に新興国

に波及していく、いわば「先進国主導・新興国追随」の産業モデル

が成立し得たが、今後は、新興国を含めた、グローバルな市場動向

を見据え、そこから国内のあり方、「国民産業」としての道筋を検討

する必要がある。このような観点から、「グローバル戦略」を策定す

る。 

第二章において、自動車産業を取り巻く様々な課題を分析した。

環境・エネルギー制約はさらに強まり、世界全体に拡大していく。

人口の急増は、多様なニーズに対応するクルマづくりを自動車産業

に求めるだろう。これら世界からの膨大な要求に応え、競争に生き

残るために、自動車に係る企業には、真に重要な領域を見定めた上

で、技術革新等によるイノベーションの連鎖が不可欠となる。我が

国においては、これを支える、産学官が連携した産業基盤の形成や

人材育成の仕組みを強化しなければならない。このような観点から、

「研究・開発・人材戦略」を策定する。 

解決すべき課題が深刻かつ複雑になる中で、自動車単体での解決

策の追求は限界に達しつつある。高齢化や都市の過密化、地方の過

疎化などは、自動車産業に対し、道路や情報通信、公共交通といっ

た社会インフラとのシステム化、さらには福祉政策や都市計画等と

の連携を求めることとなろう。ただし、その際、自動車に特に強く

求められる「安全の確保」を担保する自動車産業が、システム化や

連携において主体的な役割を果たし、新たな価値の創造を主導する

べきである。このような観点から、「システム戦略」を策定する。 

以上の３つの戦略は、主に四輪乗用車を念頭に構築されるもので

ある。他方で、第１章で述べたとおり、四輪乗用車のみならず、二

輪、バス・トラック、フォークリフト・運搬車両機器も含めて、自

動車産業全体が国民産業であり、日本のブランドを形成するもので

ある。第２章で整理した外部環境については、二輪、バス、トラッ
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ク・フォークリフト・運搬車両機器と四輪乗用車に共通の要素は多

いが、社会において果たす役割（人流・物流の違い、公共性の程度

等）や産業・市場の構造が異なることを考慮し、モビリティごとの

特性に即した「二輪、バス、トラック・フォークリフト・運搬車両

機器戦略」を別途策定することとする。 

 

３－１．グローバル戦略 

 

（１）戦略の背景 

今後、世界の自動車市場は、新興国を中心とする急速な人口増加

や所得の向上を背景に、過去最高のペースで拡大する見込みである。

我が国の自動車メーカーの世界シェアは約３１％と国別では世界

最大であるが、中国や欧州諸国など十分なシェアが確保できていな

い国や、市場獲得に着手さえできていない地域も少なくない。今後、

世界市場が急速に拡大する中で、我が国の自動車産業が引き続き競

争力を維持・強化できるよう、個々のメーカーの努力に加え、我が

国の優れた自動車がグローバル市場で正当に評価される環境の構

築が重要である。 

前節で指摘したように、今後の自動車市場の拡大フェーズにおい

て、新興国の存在感は一層強まり、自動車産業は、それぞれの地域

の事情に応じて最適な技術が投入されたクルマを常に提供してい

かなければならない。例えば、世界市場におけるパワートレイン別

シェアの見通しは、ＩＥＡのシナリオによれば、２０２５年に内燃

機関自動車（ハイブリッド自動車等を含む）が９５．６％13、電気

自動車４.４％、２０３５年には、内燃機関自動車８４.４％、電気

自動車１１.２％、燃料電池自動車４.４％である 14（図３－１）。

今後、環境・エネルギー制約が強まる中で、次世代自動車は有効な

                                                   
13 このうち、ハイブリッド自動車及びプラグイン・ハイブリッド自動車の割合は、２０２５年

においては２８．３％、２０３５年においては５４．２％。 
14 本戦略の策定において主要１４カ国・地域を対象に実施した調査によれば、２０２

５年は内燃機関自動車９８.２％、電気自動車１.８％、２０３５年はそれぞれ９５.４％、

電気自動車４.６％。ＩＥＡのシナリオが温暖化抑制策を重視するものであるのに対し、

この調査はＢＡＵを前提としている。 
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解決策であり、いずれは主流になるとの見方がある一方で、エネル

ギー密度が高く、取扱が容易で、新たなインフラ整備の必要のない

ガソリン等を使用する内燃機関自動車が当面は大きなシェアを維

持するとの見解は一般的である。価格競争力が高いことから、中国、

インド、アセアン諸国といった新興国市場やアフリカ等の将来の成

長が期待される市場において、これからも内燃機関自動車に係る大

規模な需要が見込まれる。このような状況を背景に、我が国自動車

産業に対しては、内燃機関の技術について、その技術力を強化し、

世界最高レベルの水準を維持することが求められる。 

世界の自動車市場が拡大する一方で、国内では、人口減少、高齢

化等を背景に、市場の縮小が懸念されている。２０１３年の販売台

数（５３８万台）は、２００３年（５８３万台）に比べて約８％減

少した。国内市場は輸出と合わせて国内生産を支える基盤である。

国内生産の弱体化は、研究開発体制にも影響し、自動車産業の「国

民産業」たる基本を揺るがしかねない。対策が急務である。 

日本製の中古車は、年間１００万台以上が輸出され、ジャパンブ

ランドを普及させる媒体としても機能している。他方、輸出の拡大

は良質な中古車や有用な資源の流出につながらないかとの懸念の

声も聞かれ、中古車・中古部品を含めた国際的な自動車流通につい

ては、今後検討が必要である。 

 
図３－１ 世界の車種別の将来予測（ETP２０１２） 

 
出典：IEA／ ETP（Energy Technology Perspectives）2012  
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（２）戦略の方向性 

世界市場が急速に拡大するタイミングを逃さず、我が国自動車産

業がその強みを遺憾なく発揮し、市場シェアの拡大や新規市場開拓

のため最適投資、最適貿易（完成車・部品の輸出力強化、海外拠点

から第三国への輸出等）を実現できる障壁のない市場環境を構築す

る。また、我が国自動車産業として圧倒的な競争力を維持し続ける

ため、課題先進国の強みを活かしつつ、世界市場の動向も踏まえた

活力ある先進的国内市場を構築する。先進的国内市場は、次世代自

動車で世界に先行するだけでなく、内燃機関自動車についても世界

最先端でなければならない。このような国内市場は、「国民産業」

としての自動車産業の基盤として必要不可欠である。 

 

障壁のない市場環境を構築する際には、各市場の抱える課題や特

徴を踏まえた、きめ細かな対応が必要となる。例えば、従来の先進

国市場は、今後、市場規模の大幅な拡大は考えにくいものの、環境

性能や安全性能、走行性能など、付加価値の高い自動車の市場が十

分な規模を維持する点が共通するが、（ⅰ）厳しい規制をいち早く

導入し、より高い環境性能や安全性能を実現していく市場（欧州や

米国カリフォルニア州など）と、（ⅱ）（ｉ）のような先進国市場の

形成を踏まえながら、相応の環境、安全性能レベルを確保する市場

に二分されるだろう。新興国市場は、市場規模の量的拡大が見込ま

れる点は共通するが、（ⅲ）先進国並みの規制導入と購買力向上を

背景に、先進国市場と同様の市場構造を示す市場（中国の一部やア

セアン諸国）や、（ⅳ）当面は価格競争力が支配的となる市場（イ

ンド、アフリカなど）などに分類される。従来の先進国、新興国の

分類にとらわれずに、このように地域の事情を分析・類型化し、そ

れぞれに適切な対応策を検討することが、戦略を実行していく上で

重要である。 

 

①障壁のない市場環境の構築等 

今後、世界市場が拡大していく中で、我が国自動車産業がさ

らに成長するためには、完成車及び部品関税の撤廃が必要であ

る。また、安全基準等の調和を図るとともに、世界中の生産・

販売拠点からの資金環流の適正化が重要である。 

これにより、自動車産業は世界市場において、市場動向に応
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じた最適なサプライチェーンを迅速に構築することが可能とな

り、我が国からの自動車や自動車部品の輸出拡大、グローバル

な生産拠点及び輸出拠点の強化が図られる。また、我が国の優

れた自動車が世界で適正に評価される仕組みを構築し、日本車

のブランドイメージを高めなければならない。 

 

（ア）経済連携の網による輸出力の強化 

ＥＰＡ等を戦略的に活用し、我が国を中心に、世界の自

動車市場に「ゼロ関税」の網を張ることを目指す。これに

より、完成車のみならず、モーター、インバーター、電池

等、高度な環境技術を搭載した高付加価値部品についても、

国内生産を維持・集中することで、更なるコスト低減を実

現し、我が国の自動車・自動車部品の輸出力を強化する。 

昨今、米・ＥＵをはじめ、ＥＵ・インド等、世界でメガ

ＦＴＡの構築に向けた動きが活発化している。アセアンで

はＡＦＴＡの完成により、２０１８年には域内関税がゼロ

となる。韓国は、韓・米、韓・ＥＵに加えて、新たに韓・

豪、韓・加のＦＴＡを構築した。我が国としても、他国に

劣後することなく、より自由化された関税網を整備してい

くことが重要である。 

 

（イ）海外生産拠点からの最適な資金環流の実現 

世界市場の拡大に伴い、我が国自動車産業は、各市場に

最適な価格、デザイン、性能の自動車や自動車部品を迅速

かつ確実に供給するため、グローバルに生産・販売拠点を

構築している。 

我が国自動車産業はこれら拠点からロイヤリティ等を得

ることによって、投資回収を行っているが、特に新興国市

場において、移転価格税制やロイヤリティ送金等に係る国

際課税問題により、我が国への資金環流に支障が生じてい

るケースが多い（図３－２）。 

こうした問題を解決に導いていくためにも、相手国政府

に、国際ルールに沿った適正な税制運用を行うよう働きか

けることが、喫緊の課題である。 

また、企業の海外投資の多様化で、中国やインド、アセ

アン諸国、ブラジル等との関係で、移転価格税制やＰＥ課
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税等について、二国間で二重課税を強いられるケースも多

発していることから、国際取引の更なる円滑化、あるいは

相手国政府に、国際ルールに沿った適正な税制運用を行う

よう働きかけることが、喫緊の課題である。 

 
図３－２ 二国間取引にかかる課税上の問題 

 
出典：経済産業省 作成 

 

（ウ）日本車が正当に評価される規制・評価制度の導入 

急拡大する新興国市場において、昨今、欧州勢や中国勢

が中心となって、既存の安全評価制度などを戦略的に活用

しながら、自国企業の競争力を形成していく動きが見られ

る。こうした動きに対処しながら、我が国企業が進出しや

すい環境を整備していく必要がある。 

例えば、中古車の流通から市場が形成されつつあるミャ

ンマーやパキスタン等には、我が国の優れた車両登録届出

制度や車検制度を参照し、その国に見合う適切な制度導入

を進めるとともに、日系車のシェアが大きいアセアン等の

市場では、日系車が有する長所が適切に評価されるような

安全評価制度や燃費・排ガス規制等の導入支援を行う。 
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（エ）我が国企業と現地政府のトラブルを解決する枠組みの構

築 

欧米等の先進国を除く多くの国で、不透明な法制度や頻

繁な法令改正などにより、進出企業が困惑する事例が頻発

している。現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等との連携を密にし、

法制度やその運用に関する情報収集・発信を強化するとと

もに、現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等を通じた相手国政府と

の交流を深める。また、ＪＩＣＡスキームを活用した相手

国政府との政策対話なども検討・実施していく。 

我が国自動車産業のグローバル展開の結果、墨・米、泰・

豪、米・韓など、第３国間の自動車貿易も増加している。

現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等には、こうした状況について

情報発信していくとともに、第３国間取引に関して日系企

業が抱える問題の解決に向けて協力を求めていく。 

 

②先進的で活力ある国内市場の構築 

需要拡大が続く海外とは対照的に、人口減少が続く国内では

市場の縮小が懸念されている。国内市場は、輸出と合わせて我

が国自動車産業の国内生産や研究開発体制を支える基盤であり、

自動車産業が「国民産業」であり続けるために、活力を失って

はならない。このため、地域の雇用を支えるディーラー網を活

性化させながら、若者、女性、都市部等をターゲットに、運転

免許保有者を増し、自動車の非保有者層を中心に相当数存在す

るものと推定される潜在需要を掘り起こす。車体課税をはじめ

とするユーザー負担は徹底的に軽減する。税制上のインセンテ

ィブは、ユーザーにとって分かりやすく、また販売の現場にお

いて説明が容易な設計を基本とし、一層の強化が必要である。

また、自動車の付加価値を高めるため、中古車市場や補修部品

市場の活性化やリサイクルシステムの進化等、自動車生態系の

確立も重要な課題である。 

「次世代自動車戦略２０１０」で定めた次世代自動車の普及

目標 15は、世界で極めて高い水準を目指すものと言える（図３

                                                   
15 政府目標では、次世代自動車の新車販売に占める割合を２０２０年に２０～５０％、

２０３０年に５０～７０％とする。このうち、電気自動車、プラグイン・ハイブリッド

自動車は、２０２０年に１５～２０％、２０３０年に２０～３０％。 
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－３）。我が国が環境・エネルギー制約を克服するとともに、我

が国の自動車産業が永続的に発展していくためにも、この目標

は達成されなければならない。国、自治体、産業界が連携して

充電インフラの整備促進等に取組んだ結果 16、電気自動車やプ

ラグイン・ハイブリッド自動車の販売台数は着実に増えている

が、目標の達成に向けては、これらの関係者にとどまらず、意

欲ある多様な主体がさらに幅広く大同団結し、取組をさらに強

化する必要がある。なお、当面の課題であるインフラ整備を加

速するため、特に意欲のある自治体を中心に集中的な取組を展

開し、全国に模範を示すことも検討すべきである。また、電気

自動車等のさらなる普及のためには、車種の多様化を促進し、

対象ユーザーの拡大を図ることも不可欠である。 

今般のエネルギー制約の下では、水素が重要な役割を期待さ

れている。また、水素の活用は、エネルギー源の多様化のみな

らず、将来のイノベーションや雇用創出に大きく寄与する。こ

のような中、２０１５年に市場投入される燃料電池自動車は、

水素社会の実現に向けた主要な役割を果たすものである。一方

で、燃料電池自動車の普及拡大に向けては、導入初期における

インフラの整備・その後の円滑な運営が大きな課題であり、官

民連携による着実な取組みが求められる。 

既に指摘したように、世界の自動車市場の動向を踏まえると、

次世代自動車と合わせて、内燃機関自動車についても重要性は

高い。先進的な国内市場の構築に当たっては、次世代自動車と

内燃機関自動車の双方を追及する姿勢が不可欠である。このた

めにも、車体課税については、新車全体の燃費性能の改善・底

上げが効果的に促進される設計としていく。また、適用する燃

費基準や導入時期を可能な限りルール化し、車体課税について

                                                                                                                                                     
 民間努力ケースでは、次世代自動車の新車販売に占める割合を２０２０年に２０％未

満、２０３０年に３０～４０％とする。このうち、電気自動車、プラグイン・ハイブリ

ッド自動車は、２０２０年に５～１０％、２０３０年に１０～２０％。 
16 国は、平成２４年度補正予算で措置した「次世代自動車充電インフラ整備促進事業」

を展開中。これと連携して、自動車メーカー４社（トヨタ自動車株式会社、日産自動車

株式会社、本田技研工業株式会社、三菱自動車工業株式会社）も協調して充電インフラ

の整備等を支援している。国の補助事業が前提としている充電インフラ導入に向けた

「ビジョン」は、全ての都道府県と高速道路会社が策定済み。 
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予見可能性を確保していくことで、開発を計画的に加速させる

ことも重要である。また、革新的な内燃機関の研究開発を進め

るため、自動車企業間の協調体制を構築した上で、新たなプロ

ジェクトを開始した。加えて、燃費改善の重要な要素の一つで

ある軽量化についても、構造材料の高度化を研究するプロジェ

クトの実施等、技術革新を進める。 

 
図３－３ ２０２０～２０３０年の乗用車車種別普及目標（政府目標） 

 
 

３－２．研究・開発・人材戦略 

 

（１）戦略の背景 

我が国自動車産業は、自動車の開発において、自動車メーカーと

サプライヤが一体で取組む「すり合わせ」によって、最適な部品の

組み合わせによる性能の向上や高い品質の作り込みを実現してき

た。今後は、世界市場の拡大に合わせ、さらに強まる「環境・エネ

ルギー制約」（図３－４、３－５）にも応じながら、自動車産業は、

様々なニーズに応じたクルマづくりを急ピッチで進めなければな

らない（図３－６）。これらの要求に応え、競争に生き残るために、

我が国自動車産業は、技術革新を支える世界最強の産業基盤の形成

や人材育成の仕組みを強化しなければならない。このため、より戦

略的な選択と集中による経営資源の配分や開発・生産体制の整備が

重要となる。「すり合わせ」の強みを生かしつつも、これを補完す

る効果的な産産・産学協調を実現する環境整備が不可欠である。 

 

2020年 2030年

20～50% 50～70%
ハイブリッド自動車 20～30% 30～40%

燃料電池自動車 ～1% ～3%
クリーンディーゼル自動車 ～5% 5～10%

30～50%50～80%

20～30%15～20%

従来車

次世代自動車

電気自動車
プラグイン・ハイブリッド自動車
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図３－４ 先進国燃費規制 

  
出典：自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）作成 

 
図３－５ 日・米・欧の排出ガス規制値 

 
出典：自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）作成 
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図３－６ パワートレイン開発の複雑化と課題 

 
出典：自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）作成 

 

（２）戦略の方向性 

自動車メーカー間の協調は、「すり合わせ」領域の重要性を低減

させるものではなく、協調領域において、モデル化等の高度な基礎

研究に学の知見を活用しつつ取り組むことで、より高い次元での

「すり合わせ」を可能とするものであると捉えるべきである。協調

を通じて、自動車の性能のさらなる向上や競争力が強化される。こ

のため、「グローバル戦略」における今後の自動車市場の見通しも

踏まえて、産産・産学で協調して研究開発を進めるべき重点分野を

示すとともに、具体的な協調領域の特定等に必要な体制のあるべき

姿について方向性を示す。また、協調は、国際標準化のような事業

化のフェーズにおける取組においても、積極的に進められるべきで

ある（図３－７）。 

協調領域の特定やその後の実際の研究開発については、技術の実

務者だけで取り組むのではなく、各社の利害を包み込む大所高所の

視点が反映された強力なリーダーシップが発揮されるよう、経営層

の関与が必要である（図３－７）。 
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図３－７ 重点分野における協調領域の考え方 

 
出典：経済産業省作成 

 

産学協調体制を構築する際には、これを世界において先導してい

るドイツをベンチマークする必要がある（図３－８）。しかしなが

ら、我が国の現状が、自動車技術の幅広い分野において数十年にわ

たり効率的に産学連携を進め、大学に充実した設備が導入されてい

るドイツとは異なる点に注意する必要がある。技術分野によっては

産学間に研究や設備のレベルに相当な差があるため、当面は、産業

界による大学の人材育成に対する支援や設備面でのケアが必要と

なることに留意しなければならない。そこで、自動車メーカーとし

てインターンシップを通じた人材育成、ベテラン技術者の指導者

（教授等）としての派遣等が必要である。また、産学連携の取組に

おいて、公的な研究機関や大学等が管理するスーパーコンピュータ

ー等の最先端設備を有効に活用できるよう、関係者に働きかけてい

く必要がある。 
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図３－８ ドイツ フラウンホーファー協会 

 

 
出典：フラウンホーファー協会プレゼンテーション資料、 

平成２１年度地域活性化推進調査 「自動車の電子化に係る欧州産学官連携と地域産業振興調査」

を元に、デロイトトーマツコンサルティング株式会社作成 

 

 

効果的に産学連携を進めていく上で、産学間の技術人材の流動性

を高めることは極めて有効である。例えば、内燃機関のような歴史

のある技術分野における大学の研究の中には、自動車産業のニーズ

が反映されていないものも少なくない。また、自動車産業で実用化

につながる有望な技術シーズが大学において生まれにくい状況で

あり、産学双方のリソースが限られている中、我が国全体として効

率的に研究開発がなされているとは言えない。産学間の人材の流動

性を高めることで、このような実態を改善し、さらには産業界にと

っては、優秀な学生の確保、大学にとっては、研究資金の獲得など

ウィン・ウィンの関係が構築できる。このような状況を踏まえて、

大学の研究や設備レベルの向上を前提に、例えば、メーカーの社員

が大学経営に貢献することや教官を勤めること、大学で博士号を取

得すること等、人材交流や人材育成のあり方について検討するべき

である。また、我が国の研究開発を効果的に進める観点からも、外

国人人材の活用や労働時間規制のあり方について検討を進めるこ

とも必要である。 

我が国の自動車産業を支えるのは現場である。国民産業たる自動

欧州最大の応用研究機関であるフラウンホーファー協会は
各研究所が企業からの受託研究で得た資金額に応じた研究費の配分を受ける「フラウンホーファー・モデル」を持つ

［学］
ドイツ各地の
有力大学

［産］
国内外の企業
（中小を含む）

［官］
ドイツ連邦政府・

州政府

フラウンホーファー
協会の各研究所 € 研究費の約2/3

研究費の約1/3

研究を委託

基本的に6年で企業で就職

教授・PhD学生

多くは
大学と併設

フラウンホーファー協会の概要
• 大学の研究成果を産業界に移転することをミッションに持つ

欧州最大の応用研究機関（年間研究費総額は約14億ユーロ）
• 80以上の研究所をドイツ各地に持ち、大学と併設されていることも多い
• 研究テーマはソフトウェア、生産技術、化学、エネルギー等多岐に渡る

企業からの資金獲得実績に応じた
研究費の配分を実施

（フラウンホーファー・モデル）

企業からアドバイザリーボードに参画
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車産業においては、その品質、信頼性、生産性に対する要求の高さ

が現場の人材を成長させ、その人材がますます自動車産業を高度化

させる好循環が成立してきた。しかしながら、少子化によって労働

人口が確実に減少していく中で、この好循環を維持するのは容易で

はない。自動車産業における現場力の維持・更なる強化は喫緊の課

題である。 

部素材産業においては、自動車メーカーが選択と集中による経営

資源の配分を行う中で、自動車メーカーと戦略的な協力関係を構築

することが重要となっている。様々な自動車メーカーと取引を行う

立場を生かして課題を見つけ、システム全体や機能部品・新素材の

開発や提案を行うサプライヤ、特定分野における技術や品質で他社

を圧倒するグローバルニッチトップ等の競争力の高い部素材メー

カーの存在が不可欠である。また、部素材メーカー間においても、

必要に応じ、それぞれの経営資源を補完して相互の連携を図り、グ

ローバル生産・調達を進める自動車メーカーに対応した営業力や供

給能力を備えていく必要がある。国内拠点を中心に事業活動を行う

中小部素材メーカーについても、輸出を通じてグローバル市場を獲

得していくことが重要である。中小部素材メーカーがこれらのグロ

ーバル展開を行うためには、企業連携により、経営の徹底的な効率

化、経営資源の相互補完を図ることが有効であり、その取組の促進

に当たっては、地域の強みを生かした競争力のある企業群を地域毎

に戦略的に創出していくことが重要である。加えて、これまでの我

が国の強みとする「すり合わせ」の維持・強化が図られるよう、世

界各国の競争当局が競争法の執行を強化する傾向にある中で、競争

法上のリスクを適切に踏まえて、コンプライアンス体制のより一層

の強化・確立を図るとともに、自動車産業適正取引ガイドラインを

定期的に点検・フォローアップすることを通じて、共存共栄の原則

に基づく取引関係を今後も発展させていくべきである。 

  

３－３．システム戦略 

 

（１）戦略の背景 

我が国自動車産業は、これまで、安全や環境に関する社会的な要

請については、例えば、衝突時の衝撃を緩和する車体の開発やエン
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ジン効率の向上等、主として自動車単体の性能向上による対応を進

めてきた。 

しかし、環境・エネルギー制約に加えて、高齢化の進展に伴う高

齢者の交通事故の増加、世界的な人口の増加や都市の過密化に伴う

交通渋滞の激化等、社会的課題が深刻化、複雑化していくことを踏

まえると、今後は自動車単体による解決策の検討だけでなく、関連

する技術や産業と連携した「システム」として対応していく必要が

ある。 

 

（２）戦略の方向性 

①環境・エネルギー制約への対応 

燃費規制や排ガス規制の強化に向けた世界的な動きや、エネ

ルギー源のほぼ全てを海外からの輸入に依存している我が国の

エネルギー供給体制の脆弱性といった環境・エネルギー制約に

対応するため、走行時のみならず、Well to Wheel（燃料採掘か

ら車両走行まで）で見てもエネルギー効率の向上や二酸化炭素

や排ガスの排出量削減につながる電気自動車、プラグイン・ハ

イブリッド車、燃料電池自動車といった電動車 17の普及促進が

重要である。 

電動車の普及促進に向けては、充電器や水素ステーションと

いったインフラ整備や高い車両価格がまずは課題となるが 18、

同時に、内燃機関自動車には無い魅力の発揮も効果的である。

特に、電気自動車、プラグイン・ハイブリッド車の車載蓄電池

の電気や、燃料電池自動車から発電された電気を家庭で利用す

るＶ２Ｈなど、電動車ならではの「走る電源」としての機能に

は特に注目すべきである。大震災後、我が国では、災害時等の

電源の確保に対する関心が高まっているが、電動車はそのよう

な非常時の電源として有効に活用できる。また、電気料金の安

い時間帯に充電し、これを料金の高い時間帯に利用することで

電力利用を最適化し、電気料金を節約することも可能である。

                                                   
17 電動車とは、ハイブリッド自動車、プラグイン・ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電

池自動車を指し、超小型モビリティも含める。ただし、システム戦略では、まずはプラグイン・

ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車を中心に検討を進める。 
18 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の交付、次世代自動車充電インフラ促進

事業、次世代自動車用二次電池の技術開発等を実施。 
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加えて、電動車と電力系統の連携が更に深まれば、将来的には

再生可能エネルギーの普及促進に貢献できる可能性もある。 

なお、電気自動車やプラグイン・ハイブリッド自動車は、家

庭等で充電できる点が内燃機関自動車には無い魅力の一つであ

るが、この点はガソリンスタンドが少なくなった地域で特に高

く評価されている。電気自動車等の普及が地方の過疎化に対す

る有効な対応策となる可能性がある。 

電動車の普及促進には、中古電動車市場の形成も重要である。

量産型の電気自動車の本格的な販売の開始から５年程度が経過

し、中古電気自動車の増加が予想される中、中古電動車の価値

を決定づける車載蓄電池の残存性能評価手法の確立については、

個々の自動車メーカーにおいて様々な取組が進められているが、

電気自動車の普及拡大に伴い、今後は、業界全体としての検討

も必要となろう。また、このような評価手法の確立は、車載蓄

電池の二次流通に伴う市場の創出につながる可能性もある（図

３－９）。 

 
図３－９ V2Hのイメージ 

 
出典：日産自動車株式会社 HP 

 

②人口増加、都市の過密化、高齢化への対応 

自動車の普及に伴う交通事故や交通渋滞は世界中で甚大な社

会的損失をもたらしているが、今後の世界的な人口増大に伴う

自動車保有の増加や高齢化、都市の過密化の進展により、こう

した問題も深刻さを増すものと考えられる 19。このような課題

先進国である我が国においては、減少し続けてきた自動車乗車

中の交通死亡事故件数の減少幅が縮小し、特に、高齢者につい

ては、近年増加に転じている。 

                                                   
19 例えば、世界全体の交通事故死者数は年間約 120 万人であり、そのうち 9 割以上が人的ミス

に起因するものである。 
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このような課題の解決に向け、人的ミスに起因する交通事故

や交通渋滞の低減等が期待される安全運転支援システム、自動

走行システム（以下、「自動走行システム等」という。）の性能

向上、普及拡大が求められており、既に、ドライバーの負担を

軽減するＡＣＣ（Adaptive Cruise Control）、車線維持支援シ

ステム、衝突被害の軽減を目的とするプリクラッシュ・セーフ

ティ・システムといった自動走行システム等の実用化が進んで

いる。（図３－１０、３－１１、３－１２） 

 
図３－１０ 実用化が進む自動走行システム等の例 

 
 

出典：トヨタ自動車株式会社 HP 

  

ACC (Adaptive Cruise Control)による制御 LKA （Lane Keeping Assist)による制御

PCS (Pre-Crash Safety)による制御
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図３－１１ 安全運転支援システム・自動走行システムの定義 

分類 概要 左記を実現するシステム 

情報提供型 運転者への注意喚起等 「安全運転支援 

システム」※１  

 

自

動

化

型 

 

 

レベル１：単独型 加速・操舵・制動のいずれかの操作

を自動車が行う状態 

レベル２：システ

ムの複合化 

加速・操舵・制動のうち複数の操作

を一度に自動車が行う状態 

「準自動走行

システム」 

「 自 動 走

行 シ ス テ

ム」※２ レベル３：システ

ムの高度化 

加速・操舵・制動を全て自動車が行

う状態（緊急時対応：ドライバー） 

レベル４：完全自

動走行 

加速・操舵・制動を全て自動車（ド

ライバー以外）が行う状態 

「完全自動走

行システム」 

※１：これまで、「安全運転支援システム」について、明確な定義はなかったため、一部関係者の間では

レベル２～３までを含むものと解釈される場合もあるが、本ロードマップでは情報提供型とレベル

１を「安全運転支援システム」と定義する。なお、「運転支援システム」の定義としては、従来の

解釈通り、情報提供型及びレベル１～３を指す。 

※２：レベル２以上を「自動走行システム」と呼ぶのは、アクセル（加速）・ハンドル（操舵）・ブレー

キ（制動）に係る複数の操作を自動的に行うことによって、一定程度の距離の走行を自動車に任せ

ることが可能となるためである。 

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 官民 ITS 構想・ロードマップ 
 
 

図３－１２ 自動走行システムの市場化期待時期 

レベル 実現が見込まれる技術 市場化期待時期 (参考）欧州等の目標時期 

レベル２ ・追従・追尾システム 2010 年代半ば 2013 年～2015 年 

・衝突回避のためのステアリ

ング 

2017 年～2018 年 

・複数レーンでの自動走行等 2017 年 2016 年 

レベル３ ・自動合流等 2020 年代前半 2020 年 

レベル４ ・完全自動走行 2020 年代後半以降

（注） 
2025 年～28 年（高速道路） 

2027 年～30 年（都市域） 

（注）レベル４（完全自動走行システム）については試用時期を想定。但し、見通しが不透明な面も多い

ことから、今後、国内外における市場化に向けた検討や各種取組の状況を踏まえ、必要に応じて見

直しを行う。 

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 官民 ITS 構想・ロードマップ 
 

 

しかし、これら危険が顕在化してからの対応を基本とする既

存の自動走行システム等では対応が困難と考えられる交通事故

（飛び出し等）も多い。車・車間通信や路・車間通信等から得
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られる視野外の情報や、人間の運転行動のデータベースに基づ

く危険予測・回避技術は、このような交通事故の削減にも大い

に貢献することが期待されるほか、スムーズな交通流の実現に

もつながり、交通渋滞の低減にも資する。このような次世代の

自動走行については、道路や通信といった様々なインフラとの

連携・システム化が重要であることから、国際的な標準化等の

動向も十分に踏まえつつ、関係する省庁の連携の下、官民が協

調して、研究開発や性能評価手法の確立などの早期実用化のた

めの基盤整備等について一体的な取組を進めるべきである。Ｉ

Ｔ戦略本部の「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」や総合科学技

術会議の「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」を

中心とする活動は、このような取組を進める上で重要なプラッ

トフォームとなる。 

民間においては、自動車産業と多様な産業との連携が重要と

なる。例えば、セキュリティ対策については、ＩＴ産業との協

調が必要な場面が増えるだろう。ただし、自動車の基本機能で

ある安全性能向上等については、自動車産業が担い、他産業と

の協調においては自動車産業のリーダーシップが期待される。 

高齢化が更に進行すれば、運転に不安を感じる高齢者の増加

が大きな社会問題になる可能性がある。また、少子化が進んで

いることもあって、トラック等のドライバー不足を懸念する声

もあることから、完全自動走行 20の実現を検討する必要もある。

海外では、既に研究開発だけでなく制度整備の検討が始まって

おり、欧米主導の制度整備が進展する中で、我が国の貢献や主

張が遅れることを懸念する声もある。このような状況を踏まえ、

海外の動向も注視しつつ、まずは、完全自動走行のニーズやビ

ジネスモデル等を関係者との連携の下に具体的に調査した上で、

必要があれば、事故時の責任関係の整理など、制度面も含めた

検討を行うべきである。 

 

③ビッグデータを用いた山積する課題への対応 

近年、自動車単体としてのＩＴ化とともに、自動車とネット

                                                   
20 自動走行のうち、システム主権となるもの。自宅の駐車場での（リモート）自動駐

車から、グーグルが実験を続ける、いわゆる無人運転まで、様々なタイプの完全自動走

行があり得る。 
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ワークとの接続が進みつつあり、自動車から様々な情報を入手

することが可能になる中、自動車から得られる情報、例えば、

自動車の位置情報や車載カメラの映像等を活用し、社会的課題

の解決に役立てることが期待されている。 

大震災の際には、自動車業界が中心となって災害時に通行可

能な道路の情報を共有し、災害復興に貢献した（図３－１３）。

今後は、例えば、道路の維持・管理、更新費用の低減や信号器

と連携した交通流の円滑化などの課題の克服に向け、自動車か

ら得られる情報の活用について、検討を進めるべきである（図

３－１４、３－１５）。 

 
 図３－１３ 東日本大震災の際の自動車通行実績・通行止情報 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：特定非営利活動法人 ITS Japan HP 
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図３－１４ 道路インフラの老朽化の進展 

 
出典：国土交通省 道路メンテナンス技術小委員会 

  国土交通省 第 10回国土幹線道路部会  

 

図３－１５ 信号機と連携した交通流の円滑化への取り組みの例（グリーンウェーブ） 

光ビーコンから送信される信号情報を入手し、行く先の信号を「青」で通過することがで

きる速度を伝えるなど、エネルギーロスの少ない走行方法をドライバーに提示する。 

 

 
出典：ITS Japan 「ITSによる安全運転支援に関する将来展望」 

 

以上、深刻化、複雑化する社会的課題について、自動車が関連す

る技術や産業と連携した「システム」として対応する方向性を検討

2012時点で築後50年以上（16%）

2022時点で築後50年以上（40%）

2032時点で築後50年以上（65%）

554,800
97,600

38,400

要
補
修
損
傷
件
数
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してきたが、これらを具体化する上で重要な役割を担うのが半導体

技術である。例えば、近年の自動走行システム等の発展はめざまし

いものがあるが、これは半導体技術の進化による計算能力の向上や

省エネ化の貢献が極めて大きい。我が国自動車産業がこれからも世

界をリードするためには、高度化する半導体技術を世界に先駆け、

いち早く取り込んでいくことが不可欠であり、このためにも我が国

半導体産業の競争力の強化が必須である。 

 

３－４．二輪車、バス、トラック・フォークリフト・運搬車両機器

戦略 

 

本節では、四輪乗用車と並んで、国民産業である自動車産業を構

成する二輪車、バス、トラック・フォークリフト・運搬車両機器に

ついて、第二章で分析した自動車産業に係る課題を踏まえ、社会に

おいて果たす役割、産業・市場構造等のモビリティ毎の特長や取り

巻く状況を考慮しつつ、それぞれの戦略を策定する。 

 

３－４－１．二輪車戦略 

 

（１）二輪車の特長・取り巻く状況 

二輪車は、五感を研ぎ澄ましつつ、体躯を用いて操作するた

め、健康増進にもつながる乗り物であり、趣味嗜好や用途に応

じた多様な形態があり、個性が発揮できる特性を有している。

また、通勤・通学、配達といった業務利用の側面や災害時の輸

送手段としての側面も有し、例えば、２０１１年の東日本大震

災では、全国オートバイ協同組合連合会（ＡＪ）が７０名超の

「ＡＪバイク救援隊」を派遣し、現地での支援に当たった。 

国内市場は、戦後の我が国のモータライゼーションの胎動期

から１９５０年代の空前の二輪車ブームを経て１９８２年には

３２７万台まで成長した。しかし、その後、不法行為に対する

規制の強化や３ない運動、若者の余暇・娯楽の多様化等の影響

を受け、市場は縮小し、現在では、ピーク時の約１／８の規模
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となっている。現在、国内市場は、製品ラインナップが充実し

つつある中で、２０１３年の国内販売が約４６万台と対前年比

４．１％増の２年ぶりにプラスとなり、普通二輪免許現在数も

増加傾向を示すなど、明るい兆しも見えてきている。一方で、

国内の二輪車の利用環境は、二輪駐車場の不足や首都高速道路

のＥＴＣ非装着車の値上げなど、引き続き厳しい側面を見せて

いる。 

 

他方、世界では、新興国の経済成長に伴って、海外の二輪車

市場は拡大を続けている。現在、世界総需要は６，０００万台

の規模に達し、その４割強を日系ブランドが占めている。東南

アジアでは、我が国の二輪車ブランドは、バイクの代名詞とし

て認知され、日系ブランド自体の象徴とも言える存在となって

いる。二輪車は、先進国では嗜好性の高いレジャーや通勤など

の用途に対応しているのに対して、新興国では、公共交通が十

分な整備が伴わない中で進捗する都市の過密化や渋滞問題が深

刻化している状況で、比較的に都市内をスムーズに移動できる

手段として重要な役割を果たし、人々の生活に欠かせないモビ

リティとして確固たる地位を築いている。また、二輪車産業は、

完成車だけでなく部品メーカーを含め、現地生産が進み、現地

の雇用を創出し、海外、特に新興国の経済発展にも大きな貢献

をしている。 

 

（２）戦略の方向性 

世界における我が国の二輪車ブランドの伸張は、二輪車メー

カーの競争による性能と品質の向上によって実現されたもので

あるが、その競争力は、四輪乗用車と同様に、国内の研究開発

や生産基盤が重要な役割を果たしている。こうした国内基盤の

維持・強化の観点からも、これを支える国内市場の再興を図り、

新車販売年間１００万台を目指す。 

二輪車は、少子高齢化や人口減少、環境問題、交通安全等の

社会的課題にも対応した役割を果たしてくことが期待される。

具体的には、社会との共生の実現を目指し、家族２，３世代で

の利用の促進、我が国の優れた安全・環境法規の国際標準化の

推進、安全運転教育の強化等に取り組む民間の活動を支援する。 
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一方、世界では、アフリカ等の成長を続ける新興国の市場開

拓を進め、世界市場のシェア５０％以上の確保を目指していく。

このため、海外における二輪車業界の事業環境の整備（関税削

減、知的財産権保護など）を進めていくことが急務である21。加

えて、二輪車業界は、こうした新興国において二輪車の急速な

普及に伴う社会的課題として顕在化している事故の増加に対応

すべく、世界二輪車工業会を通じて国連交通安全コラボレーシ

ョン等の国際機関と連携し、世界的規模での交通安全対策への

関わりを始めている。二輪車は、モータリゼーションの発展過

程において、四輪乗用車の普及に至る前段階から、その普及が

始まる傾向も見られ、他のモビリティに先駆けて新興国に展開

し市場を開拓していく役割を果たしている点にも留意する。 

二輪車産業が我が国及び世界の経済成長と社会の発展に引き

続き貢献していくために、世界及び国内における二輪車の未来

を展望し、利用者の生活の向上を目標に掲げ、国内市場を活性

化し、海外市場での地位を高め、次世代への進化を実現しなけ

ればならない。 

その際、モビリティとしての存在意義である市民と利用者へ

の価値提供が国内外でなされることが重要である。このため、

ＢＩＫＥ ＬＯＶＥ ＦＯＲＵＭ（ＢＬＦ）の活動を通じて、

顧客のニーズを最優先とした商品開発、利用方法等の提案、新

規層への新たな訴求、「グッドマナー・ジャパン・ライダーズ」

キャンペーン、教育界との対話等について官民を挙げて取組を

進めていく。 

 

（３）施策 

官民の関係者は、２０１３年９月、三重県鈴鹿市において第

１回ＢＩＫＥ ＬＯＶＥ ＦＯＲＵＭ（ＢＬＦ）を開催し、以

下の３項目の目標が共有化された。 

① 国内販売台数を１００万台に回復する 

② 世界シェア５０％以上を目指す 

                                                   
21 このためには、例えば、透明性のある通商政策により、生産用部品の輸入に対する

低関税が確保されていることが重要であり、また、一部の諸国で見られるような、現

地の部品産業の発展段階からみて不合理な現地調達規制は撤廃されるべきである。 
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③ 利用者のマナーを向上する 

ＢＬＦの参加団体は、この３つの目標を実現するために、今

後、国内市場、グローバル市場、技術の三分野において２０２

０年まで取り組むべき施策をロードマップ（「二輪車産業政策ロ

ードマップ実行計画22」）として取りまとめ、２０１４年５月に

公表した。今後、同ロードマップに基づき諸課題の解決に向け

て取組を進める。 

ロードマップに基づき着実に実施する施策のうち、二輪車の

利用環境改善の観点から早急に取り組むべき事項として、二輪

車の駐車場整備、高速道路料金（ＥＴＣ）、免許（国際基準から

乖離している原付一種の今後の在り方を含む）及び若年層の新

規開拓の４項目が二輪車業界から強く要望されている。今後、

数年内にこれら課題について関係省庁等と協議しつつ重点的に

取り組んでいく 。 

 

３－４－２．バス戦略 

 

（１）バスの特長・取り巻く状況 

 

バスは、人々の移動需要を支え、公共交通の一部を形成する

重要な役割を担うとともに、時にサービスとの一体的な運営や

魅力的なデザインなどにより移動空間としての価値を提供し、

観光等で訪れた地域の風景とともに記憶に残る移動体である。 

近年、国内では、モータリゼーションの進展、鉄道などの他

の公共交通との競合、少子高齢化などを背景として、バスを取

り巻く環境は厳しさを増している。 

路線バスの採算性は厳しさを増し、一部のバス事業者の経営

破綻や不採算路線の維持のための財政負担が生じている。路線

バスの利用者からは、運行時間や運行本数の少なさ、情報提供

の不十分さ等のサービスの質に対する様々な指摘がなされてい

る。また、貸切バスでは、需要は横ばいで推移し、サービス内

容面での差別化が限定的である一方で、価格競争が激化し、事

                                                   
22 http://www.jama.or.jp/motorcycle/roadmap/index.html 
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業として収益を上げることが困難となっている。バス事業者の

収益性の低下に伴い、運転者の待遇や労働条件の悪化やバス運

行の安全性向上への十分な取組の実施が課題となっている。 

こうした中で、国内におけるバス車両の市場規模は減少傾向

で推移し、バスの新車登録台数は、１９９０年のピーク時に比

べて約３分の１にまで落ち込んでいる。こうした市場縮小に対

応してバス車両メーカーの統合や撤退が行われてきた。 

一方で、新興国が経済成長する中で、世界ではバスは成長産

業であり、新興国を中心に需要は拡大していくことが見込まれ

ている。拡大していく新たな市場を巡って、世界のバス車両メ

ーカー間の競争は激化している。現在、バスの海外展開にあた

って、小型バスでは完成車の輸出が行われている一方で、大型

バスでは、輸送コストが大きい中で仕向地において完成車を組

み立てるためのシャーシや部品での輸出が行われ、現地で架装

がなされている。 

 

（２）戦略の方向性 

 

① 先進的な国内市場の形成 

 

国内市場の縮小を所与とすることなく市場の再活性化を図る

観点から、サービス産業との連携による新需要を開拓するバス

車両開発や、地域交通における多様なニーズに対応するサイズ

のバス車両の開発等を通じ、収益性のある事業モデルを構築し

ていくべきである。 

事業性のあるバス利用の選択肢が拡大していくよう、バス車

両メーカーにおける共同開発を含めたより効率的な開発・生産

体制の構築や、バス利用の活性化につながる車両規格のあり方

についても検討を進めていく。 

また、バスは、四輪乗用車と同様に、世界が直面する環境・

エネルギー制約、安全性の向上、高齢化の進行といった社会的

課題に加え、深刻化する運転者不足等の課題に対応していくこ

とが必要である。 

こうした点を踏まえて、環境性能の高いバス車両の普及促進

を図る観点から、その導入補助や、省エネ法のトップランナー



 

40 
 

制度の活用や、車体課税におけるインセンティブの設計を行う

べきである。その際、燃料電池バス、電気バス、ハイブリッド

バス等の電動車両について、災害等の非常時において優れた非

常用電源としての機能を発揮することが期待されることにも留

意する。 

安全性の向上についても、運転者のモニタリング、前方車両

との車間距離保持、衝突被害軽減などを行うシステム等をさら

に進化させ、その導入をより一層推進していく。また、ノンス

テップバスの認定制度等を通じて、引き続き、高齢者・障害者

等に優しいバスを普及させていく。また、運転者不足への対応

について、一台あたりの輸送能力の大きい連結バス、大型バス、

二階建てバス等の利用促進を進めていく。 

また、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技

大会において、バスは来場者の輸送を担うモビリティとして重

要な役割を担うことが想定される。高い環境性能、多言語対応、

魅力的なデザイン、高齢者、障害者に優しいユニバーサルデザ

イン対応などを通じて、世界に対して我が国の先進的なバス車

両及びその利用を提示していくこととする。 

 

② 海外展開 

バス車両メーカー間の国際競争においては各国毎に異なる環

境規制、ニーズ、車両規格に即した総合的な開発能力が重要で

ある。国内バス車両メーカーは、世界トップクラスの環境技術

や安全技術等を活かし、海外展開を拡大させていくことが期待

される。他方、欧州系メーカーや韓国系メーカーは、スケール

メリットを活かしつつ、設計・生産等でのモジュール化を進め、

高い価格競争力を有している点に留意が必要である。 

また、バスの海外展開にあたって、バス車両単体を超えて、

新興国のニーズを踏まえつつ、我が国の強みとする安全・安心

な交通社会をより訴求する交通インフラサービス全体の海外展

開を促進していくことも重要となる。 

加えて、バスを含む大型車のサイズ・重量等の規格の国際動

向が、バスの車両開発や競争環境にも影響を与えうる点を考慮

し、世界各国が採用する規格の動向を踏まえつつ、道路インフ

ラとの整合性を十分に考慮した上で、規格の国際調和を推進し

ていく。 
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（３）施策 

 

① 効率的な開発・生産体制の構築、新たな需要を開拓するバス

車両の開発・普及の促進 

バス車両メーカーが行う戦略的な経営資源の選択と集中、

開発・生産体制の構築や、バス事業者と連携の下に行う事業

採算性を満たし、新需要を開拓するバス車両とその利用方法

の開発等を促進する。 

 

② バス車両の環境性能、安全性の向上 

バスが果たしうる災害などの緊急時における給電機能にも

留意しつつ、燃料電池バス、電気バス等の導入を促進する。

加えて、バスの安全性を高める装置の導入を進めるための制

度整備や、次世代の自動走行システム等の開発を進める。 

 

③ 車両規格の国際的ハーモナイゼーションの推進 

国内市場におけるバス利用の活性化や、バス車両の海外展

開を促進していく観点から、道路インフラとの整合性を十分

考慮した上で、バス（大型車）のサイズ・重量等の車両規格

の国際的なハーモナイゼーションを推進する。 

 

④ ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会を

見据えたバス車両の開発、普及の促進 

我が国の先進的なバス車両、その利用のあり方を世界へ提

示していくことを目指し、高いレベルでの環境性能対応、魅

力的なデザイン、多言語対応、ユニバーサルデザイン対応に

ついて、２０２０年までに提示する具体像とそれに向けたロ

ードマップを官民連携して策定する。 
 

３－４－３．トラック・フォークリフト・運搬車両機器戦略 

 

（１）トラック・フォークリフト・運搬車両機器の特長・取り巻く
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状況 

物流システムは、産業競争力、輸出競争力を支える重要な要

素であり、今後、少子高齢化、人口減少が一層進展する中で、

過疎地域のみならず都市部においても従来以上に安全かつ確実

に機能していくことの重要性が高まることが想定される。 

こうした中で、トラック、フォークリフト・運搬車両機器（台

車、キャスター等）は、モビリティとして、各生産地間、生産

地から消費者への製品輸送・配送、倉庫や店舗、オフィス内で

の搬送等の面から物流システムを支え、社会の血管としての重

要な役割を担っている。 

 

トラックについて、車台を作るトラックメーカー、架装を行

う車体メーカー、運送事業者等の多様な主体が関わりを持つ産

業構造となっている。 

例えば、トラックの車台を作るトラックメーカーは、普通ト

ラックの国内新車販売台数が２０００年の２０．９万台から２

０１２年には１３．６万台と減少する中、累次の排ガス・燃費

規制への対応等に迫られており、収益が圧迫されている状況に

ある。 

トラックに架装を行う車体メーカーは、中小事業者が多く、

総じて設備投資が困難な状況にある。このため、復興や、２０

２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に伴

う建設需要に対応した需要を供給が賄い切れない状況にあり、

新車の納車が１年半を要する事態や、直ちに納車可能な中古特

装車（ダンプ車）の価格が新車価格を上回る現象等が発生して

いる。 

トラックの利用者である運送事業者は、その９９％を中小零

細事業者が占め、荷主等の厳しいコスト低減への要求を背景と

して価格競争が激化する中で、収益を上げにくい構造が定着し、

取引条件の悪化が指摘されている。また、運送事業者における

ドライバーの就労条件は厳しい状況にあり、ドライバー確保に

ついても課題が生じている。道路貨物運送業の就業者数に占め

る若手従業者の割合は、全産業平均に比べて低い水準で推移し、

全産業平均との差も拡大する傾向にある。さらに、道路貨物運

送業の就業者の所得額、労働時間のいずれも、建設業と比べて
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低い水準にある。 

これらの状況を踏まえると、今後、経済の好循環が実現し景

気回復の機運が高まったとしても、トラックやドライバーの供

給が十分になされないことが経済全体の供給面の制約要因とも

なりかねない事態が懸念される。 

他方、海外においては、新興国の旺盛な建設需要等を受け、

総じてトラックの市場規模は拡大傾向にある。こうした市場の

獲得を目指して、トラックメーカー各社は、海外メーカーと連

携した生産拠点の住み分けや、乗用車メーカーや商社と連携し

た現地進出等を行っている。 

フォークリフトは、日本メーカーの世界市場におけるシェア

が３６．９％（２０１１年売上ベース）に上る等、国際的に高

い競争力を有している。一方、国内生産は生産拠点の海外移転

に伴って縮小傾向にある。また、国内の新車販売台数は、景気

変動で影響を受けつつも、７万台前後で推移している。フォー

クリフトは、屋内利用の機会が多く、稼働範囲が限定されるこ

とや、排気ガスの労働環境や荷物に対する影響を軽減したいと

のニーズが高いことからエンジン式から電動式への移行が進ん

でおり、国内販売台数に占める電動フォークリフトの割合は過

半数を超え、既に４輪乗用車を大幅に先取りした形で電動化が

進んでいる。 

運搬車両機器は、日系各社の総売上額の規模は約３,４００億

円となっている。そのうち、海外向け売上が８５０億円と、国

内市場の割合が比較的高い産業である。 
 

（２）戦略の方向性 

物流システムは、社会インフラを構成する重要な要素であり、

国家安全保障、国土保全、社会福祉の観点からも、その維持・

発展は重要な課題である。 

このため、これを支えるトラック・フォークリフト・運搬車

両機器の国内における事業基盤の維持・強化を図ることが重要

であり、物流の効率化を通じた経済成長にも資するものである。 

また、顧客のニーズに対応するため、物流を担うモビリティ

は、輸送用機器としての機能向上や関連業界の連携強化によっ

て、物流の安全向上、効率化を図り、付加価値を向上していく
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ことが必要である。それにより、トラック不足、ドライバー不

足といった事態やその影響の軽減・緩和を図る。 

加えて、省エネ・省ＣＯ２の要請や次世代技術、エネルギー

源の多様化の要請にも対応しなければならず、所要の開発投資

を行うために必要な国内の開発基盤を維持していく必要がある。 

 

（３）施策 

トラック・フォークリフト・運搬車両機器は、荷主、運送事

業者、架装業者、メーカー、行政当局等の多様な関係者（ステ

ークホルダー）により構成されている。そして、トラックの使

用者である運送事業者は、荷主からのコスト低減要請を受け、

車両メーカーや車体メーカーに対して、より低価格で運搬効率

の高い個別仕様の車両を求める誘因を持ち、メーカーの事業採

算性を圧迫しているといった状況にある。 

このため、ステークホルダー全体のニーズや産業構造全体を

踏まえて対応を行うことが重要であり、トラックメーカー、車

体メーカー、フォークリフトメーカー、運搬車両機器メーカー

に加え、荷物の輸送に用いられるパレットメーカーも参画して

具体的な目標と実現に向けたロードマップを策定し、運送事業

者や荷主、行政当局等のステークホルダーとの議論を通じてト

ラックメーカー等の競争力が高まる施策を導出する。 

ロードマップの策定にあたって、業界関係者と以下のような

項目について検討を深めることとする。 

① トラック等に対するイメージの向上 

・２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会

開催準備で建設系車両の都心での活動増加が想定されるため、

トラック及び建設業等への理解を深める活動を進める。 

・トラックのディーゼルエンジンの有用性に関する啓蒙活動。 

・フォークリフト・運搬車両機器の役割の再認識や付加価値

向上（作業の高度化、安全向上、環境負荷低減等）を提案。 

② 次世代車代替促進活動 

・２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会

開催に向けた次世代車への積極的な代替促進施策。 

・次世代の燃料電池式フォークリフトの導入促進。 

・２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会
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時に実現可能な、効率化・事故低減・ドライバー負担軽減を

目指した次世代ＩＴＳ及びテレマティクスの提案。 

・医療防疫車、防災対応車等の高機能化の実現。 

③ 物流分野の標準化促進 

・かご台車・折りたたみコンテナ等の搬送容器の業種を超え

た標準の見直しによる荷台寸法の標準化の一層の推進。 

・ユニットロードシステム通則（JIS Z0650）見直しによる標

準化されたユニットロードシステムの再構築とトラック及び

フォークリフトとパッケージ化した形での海外普及。 

・国内のみならずアジア等をも視野に入れた標準化（製品・

資材、安全基準、点検制度、免許等）。 

④ 物流効率化・高度化 

・さらなる自動化や、省力化等に貢献できる物流システム機

器と連動した車両を開発し、製品単体のグレードアップに加

え、ソリューションを提案。 

⑤ 海外展開 

・ＯＤＡ等活用による輸出促進（ドクターカー、救急車、医

療防疫車、タンク車、塵芥車等）。 

・アセアン諸国を中心とした関税引下げの促進。 

・リターナブル容器免税措置の各国レギュレーションの統一

化。 
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自動車産業戦略２０１４（仮称） － 施策編 － 

 

１．グローバル戦略 

（１）障壁のない市場環境の構築等 

① グローバルな取引環境の構築 

(ア) 我が国のＥＰＡ本締結国・地域との経済連携 

ＴＰＰ、日ＥＵ、ＲＣＥＰ、日中韓などの大規模なＦ

ＴＡ／ＥＰＡの締結を推進し、我が国との経済連携の枠

組のない中国、北米、ＥＵ等との間で自由化された関税

網の整備を目指す。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(イ) 最適な資金環流の実現 

中国、インド、アセアン諸国、ブラジル等、我が国と

の国際課税問題を抱える国々について、国際取引の更な

る円滑化へ向けた論点整理を行う。【２０１４年度以降も

引き続き実施】 

 

② 我が国の自動車関連制度等の海外展開 

(ア) 規制などの日本型自動車周辺環境の海外展開 

在外公館やＪＥＴＲＯ等と連携し、我が国の登録届

出・車検制度、安全評価制度や環境規制などの海外展開

を推進する。また、物流円滑化の観点から、ＡＥＯ

（Authorized Economic Operator）制度の相互承認国を

現在の日米、日ＥＵから更に拡大する。【２０１４年度以

降も引き続き実施】 

 

(イ) インフラシステム輸出戦略の推進 

「インフラシステム輸出戦略（平成２６年６月改訂）」

に基づき、Ｆ／Ｓや実証プロジェクト、ＯＤＡ等を通じ

て次世代自動車や充電インフラ等の海外展開を支援し、

我が国の技術の優位性・信頼性に対する相手国の理解の
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促進やシステム輸出に向けた環境を整える。 

また、我が国自動車産業とも密接に関連するベトナム

南北高速道路建設事業やインドネシア・ジャカルタ首都

圏投資促進特別地域（ＭＰＡ）の協力など、新興国への

ＯＤＡインフラ支援プロジェクトの有効活用について、

関係部門との意見交換の場を持つ。【２０１４年度以降も

以降も引き続き実施】 

 

③ 個別の取組 

(ア) 米・加（現地生産・輸出双方で狙う主要市場） 

加ケベック州、米カリフォルニア州等の地方レベルで

の協力・協議スキーム等を活用し、北米での次世代自動

車展開を推進する。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(イ) メキシコ（米向け主要輸出拠点） 

現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等とも連携しつつ、ＪＩＣ

Ａが実施する自動車産業基盤強化プロジェクト 23を着実

に進めるとともに、２０１５年１１月以降の協力のあり

方を検討する。【２０１４年度中に実施】 

 

(ウ) ＥＵ（主に輸出で狙う主要販売市場） 

日・ＥＵ産業協力ダイアログ、各国産業当局等との対

話・協力を進めるとともに、ＴＢＴ委員会での共同提案

に向けた検討を行う。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(エ) 中国（主に現地生産で狙う世界最大市場） 

我が国における電気自動車の普及施策推進の経験を活

かし、中国と官民合同で充電インフラの整備方法に関す

る共同研究を進める。【２０１４年度中に着手】 

 

                                                   
23 メキシコ３州政府（ケレタロ州、グアナファト州及びヌエボレオン州、メキシコ貿易投資促

進機関（ProMexico））及び民間企業が連携して、メキシコ自動車産業の基盤強化を持続的に推進

する仕組みを確立させることを目的として実施している事業。２０１２年１０月から３年間実施。 
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(オ) インド（主に現地生産で狙う主要販売市場、輸出も

期待） 

現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等による情報収集・発信（現

地のビジネス投資環境に関する規定や制限の変更、ある

いは現地で多発するビジネストラブル等について、現地

政府への改善申入れをするとともに、現地日系企業、日

本政府関係部門に情報提供することを指す）に加え、日

印の政府間・官民対話を有効活用し、現地政府との意思

疎通の在り方について検討する。【２０１４年度以降も引

き続き実施】 

 

(カ) ＡＳＥＡＮ５（泰、尼、馬、比、越）（生産・輸出

拠点兼市場） 

現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等による情報収集・発信を

継続。資金移転等国際課税上の問題については、相手国

政府に、国際ルールに沿った適正な税制運用を行うよう

働きかける【２０１４年度以降も引き続き実施】 

安全評価、燃費、排ガス規制の導入やその他自動車政

策に対し、提言を実施するなど、各国に最適な自動車市

場・環境作りを推進する。【２０１４年度に着手】 

 

(キ) ブラジル（主に現地生産車で狙う主要販売市場） 

現地政府の不透明な行政運用改善が喫緊の課題。現地

進出企業が抱えるビジネス環境面での問題については、

既存の対話の枠組みや、現地在外公館・ＪＥＴＲＯ等を

介し現地政府への働きかけを継続する。【２０１４年度以

降も引き続き実施】 

 

 

(ク) サウジアラビア（主に輸出で狙う市場） 

相手国政府に働きかけ、最適な自動車市場・環境作り

を推進する。乗用車の燃費値試験方法等についての技術

協力事業を通じ、精度が担保された審査体制の構築に協

力する。【２０１４年度中に着手】 

 

(ケ) ロシア（輸出と現地生産で狙う主要市場） 
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日本車のシェアはいまだ２０％弱にとどまっており、

また、２０１３年の市場規模も前年と比べて減少してい

るものの、過去３年間では年間２５０万台超の市場規模

と広大な国土に裏打ちされるポテンシャルが無視できな

いロシア市場について、国内企業の意向等を踏まえ、方

針を検討する。【２０１４年度中に着手】 

 

（２） 先進的で活力のある国内市場の構築 

① 国内市場の活性化 

(ア) 国内市場の活性化（都市部、女性、若者等の国内潜

在需要の開拓） 

・ 官民が連携し、国内市場のあり方を検討し、その成長

を目指すに際し、目安となる目標を設定し、これを実

現するために、女性層の車選びをサポートする購入指

標の策定・普及、若年層への訴求のための新たな媒体

の活用等の具体的な取組を盛り込んだロードマップ

を策定する。【２０１４年度中に着手】 

・ 自動車の保有コスト（税、駐車場、保険、ローン等）

の軽減を図るため、車体課税を見直す（後述）ととも

に、カーシェアリング 24や二輪車、超小型モビリティ

などの潜在需要を開拓しうる新たな自動車の保有・利

用形態の検討等を進める。【２０１４年度中に着手】 

・ 国内市場の活性化に効果的なモータースポーツを振

興するため、国として引き続き成績優秀者に対する表

彰を行うとともに、自動車業界としてもモータースポ

ーツの更なる普及、振興に努める。【２０１４年度以

降も引き続き実施】 

 

(イ) 車体課税【２０１５年度税制改正での実施を目指す】 

                                                   
24 「レンタカー型カーシェアリングにおける乗り捨て（ワンウェイ）方式の実施に係る取り扱

いについて」（平成２６年３月２７日付け国自情第２０５号等）により、２０１４年９月からワ

ンウェイ方式での実施が可能となった。 
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・ 国際的に見て複雑かつ高い水準の車体課税について、

ユーザー負担の軽減、簡素化、一層のグリーン化を図

る観点から、見直しを行う。 

・ 自動車取得税については、消費税１０％段階において

廃止することが決定されたが、道路特定財源の一般財

源化を踏まえ、自動車重量税について、引き続き、徹

底した負担の軽減を進めていく。 

・ これまで、エコカー減税やグリーン化特例は、ユーザ

ーに環境性能の高い自動車の選択を促すことで、自動

車メーカーに環境性能技術の開発・投入を促進し、新

車全体の燃費性能の改善・底上げに大きく寄与してき

た。 

 車体課税における税制上のインセンティブは、これ

までの政策効果を踏まえ、更にユーザーにとって分か

りやすく、販売現場において説明しやすい設計を基本

とし、一層の強化を図る。また、内燃機関搭載車を含

め、新車全体の燃費性能の改善・底上げが効果的に促

進される設計としていく。その際、各国の自動車の需

要、環境規制の動向を考慮しつつ、自動車メーカーに

よる内燃機関の革新、次世代自動車の開発・投入に向

けた戦略を踏まえて、これを加速させていく。新車開

発・モデルチェンジには一定期間を要し、数年先を見

据えて計画的に技術開発がなされている実態を踏ま

えて、適用する燃費基準、その導入時期を可能な限り

ルール化していくこと等を通じて、税制上の軽減措置

の対象となる基準の安定性、予見可能性を確保してい

く。 

 

(ウ) 次世代の自動車産業を支える生態系の構築 

・ 消費者が安心して利用できる健全な市場を育成する

観点から、安心、安全、適正な中古車売買を支える中

古車販売士に対する国の表彰について検討する。また、

不適切な商慣行を是正するため、日本自動車購入協会

が自主的に取組む中古車購入に係る標準約款の策定

等を支援する。【２０１４年度中に実施】 
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・ 自動車の技術進歩等の環境の変化を踏まえ、公正な競

争環境における補修部品市場の健全な発展及びユー

ザー利益の確保を図る観点から、自動車補修部品産業

未来ビジョンを改訂し、その普及を進めるとともに定

期的に補修部品取引実態を調査する。【２０１４年度

以降も引き続き実施】 

・ リユース部品・リビルド部品の更なる利用機会を拡大

するため、ユーザーが必要とする情報がこれらの部品

の供給とともに適切に提供される環境を構築する。

【２０１４年度以降も引き続き実施】 

・ 次世代自動車等に使用される蓄電池やモーター等か

らのレアメタルの回収を含め、将来にわたって安定的

な自動車リサイクルシステムを構築していくため、新

技術に対応するリサイクル技術の開発や実証等を実

施するとともに、自動車リサイクル制度の現状を評価

し、必要に応じて制度面の手当を検討する。リサイク

ルの効率化を図る観点から、次世代自動車についても、

関係主体による情報の共有や環境配慮設計を推進す

る。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

② 次世代自動車の普及加速 

「次世代自動車戦略２０１０」の普及目標の実現に向けて

取り組む。 

(ア) 電気自動車やプラグイン・ハイブリッド自動車の初

期需要の創出に向けて、自動車メーカーによる販売

価格の低減を促しつつ、導入補助を継続する。【２

０１５年度以降も引き続き実施することを目指す】 

 

(イ) 電気自動車等の普及を加速するため、マンションへ

の充電器の整備を進める。このため、国、自動車メ

ーカー、充電器メーカー、デベロッパー等の関係者

が幅広く連携した新たな取組を開始する。【２０１

４年度中に着手】 
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(ウ) 「ＥＶ・ＰＨＶタウン構想推進検討会 25」をこれま

では電気自動車等の普及に向けた知見の集約・共有

の場として活用してきたが、今後は電気自動車等の

普及拡大に向けた共通課題の解決策を議論する場

としても機能させていく。【２０１４年度中に実施】 

 

(エ) 自動車ユーザーからの要望が強い「道の駅」への充

電器の設置を推進するため、国土交通省の「道の駅

の多様な機能の強化等地域経済を支える基盤の整

備事業」26との連携を強化する。【２０１４年度以降

も引き続き実施】 

 

(オ) 一日の利用回数が少ない充電器であってもビジネ

スが成立する事業モデルを確立することで、電気自

動車の普及初期における充電器設置を加速するた

め、国は電気事業者と連携し、柔軟な電気料金メニ

ューを開発する。【２０１４年度中に実施】 

 

(カ) 高速道路のＳＡ/ＰＡの上下線にそれぞれ低圧の急

速充電器が設置できるよう、電気事業法の「電気自

動車専用急速充電器の同一敷地内複数契約を可能

とする特別措置」27をさらに緩和する。【２０１４年

度中に実施】 

 

(キ) 水素社会が発展していく中で重要な役割を担う燃

料電池自動車の初期需要創出の観点から、量産効果

                                                   
25 電気自動車及びプラグイン・ハイブリッド自動車の普及促進を図るため、自治体に

おける先進的な取組を収集、共有、広報するなどの活動を２００９年から継続中。 
26 国土交通省平成 25 年度補正予算。「道の駅」に充電器を設置する場合、充電設備機器費及び

設置工事費については、「次世代自動車充電インフラ設備導入補助金」で手当されるが、その際

必要となる、駐車場の再配置・整備等（通路拡大・造成・植栽など）に係る経費は、「道の駅の

多様な機能の強化等地域経済を支える基盤の整備事」で手当できる。 
27 2012 年 3 月 23 日電気事業法施行規則改正（経済産業省令第十六号）。従来、電力需給契約は、

同一敷地内（一需要地）においては、一つ（一引き込み）の契約とすることが原則となっていた

が、電気自動車専用急速充電器を設置する場合に限り、同一敷地内（一需要地）において二つ（二

引き込み）の契約が可能となった。 
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を下支えする導入補助等を実施する。【２０１４年

度以降も引き続き実施】 

 

(ク) ２０１５年から商業販売が始まる燃料電池自動車

の導入を推進するため、規制見直しや整備支援によ

って、２０１５年度内に四大都市圏を中心に１００

ヶ所程度の水素供給場所を確保するとともに、部素

材の低コスト化に向けた技術開発を行う 【２０１

４年度以降も引き続き実施】 

 

(ケ) 個々のユーザーの燃料電池自動車に対する受容性

の観点から、水素価格については、市場投入の当初

からガソリン車の燃料代と同等以下となることを、

２０２０年頃にハイブリッド車の燃料代と同等以

下となることを、それぞれ実現することを目指す。

また、ハイブリッド車の燃料代と同等以下となるこ

とを少しでも前倒しして実現していくために、イン

フラ事業者、自動車メーカー、国等の関係者間の役

割分担を再整理し、取組を進める。 【２０１４年

度中に実施】 

 

(コ) 燃料電池自動車の車両価格については、２０２５年

頃に、同車格のハイブリッド車同等の価格競争力を

有する車両価格の実現を目指し、このために燃料電

池システム等の更なるコスト削減など、必要な取組

を進める。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(サ) 燃料電池自動車及び水素ステーションについては、

平成２６年６月に策定した「水素・燃料電池戦略ロ

ードマップ」に基づき、必要な取組を進めていくと

ともに、産学官からなる水素・燃料電池戦略協議会

において進捗のフォローアップを行う。【２０１４

年度以降も引き続き実施】 
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(シ) ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競

技大会において、大会運用の輸送手段として燃料電

池自動車や電気自動車等の次世代自動車が活躍す

る機会となる。このような観点からも、次世代自動

車の普及拡大に向け、官民連携し、着実に取り組む。

【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(ス) このほか、次世代自動車の普及促進に向けて、海外

の事例も踏まえつつ、多面的なインセンティブの付

与の在り方を検討する必要がある。現在、電気自動

車については、充電インフラが整備途上にある中で、

走行距離への漠然とした不安感から、高速道路など

の長距離走行を躊躇する傾向にある。また、燃料電

池自動車についても、水素ステーションの整備が十

分ではない状況の下では、本来の長距離走行の特長

が十分に生かし切れない可能性がある。こうした中

で、電気自動車、燃料電池自動車等について、高速

道路等上のものを含めて効率的なインフラ整備の

在り方を研究し、その整備を順次実施していくこと

に併せて、電気自動車、燃料電池自動車等の本来持

つ潜在力が活かされた高速道路の利用を促進して

いくことも重要である。【２０１５年度中の実施を

目指す】 

 

③ 革新的な内燃機関研究開発の推進 

乗用自動車メーカー８社及び（一財）自動車研究所が学の

知見を活用しつつ、共同で内燃機関の高度化に向けた研究開

発を進める組織として設立した自動車用内燃機関技術研究組

合（ＡＩＣＥ）28を支援する。 

また、内燃機関技術の国際競争力を維持・強化していくた

め、モデルベースド・システムエンジニアリング（ＭＢＳＥ）
                                                   
28 自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）：2014 年 4 月、自動車の更なる燃費の向上・排出

ガスの低減に向けて、内燃機関の燃焼技術及び排出ガス浄化技術における各企業で共通な課題に

ついて、自動車メーカー及び研究機関が学の英知を活用して基礎・応用研究を実施し、その成果

を活用して各企業での開発を加速することを目的に設立。 
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の導入を促進するモデル流通の在り方の検討を進める。内閣

府の戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）におけ

る「革新的燃焼技術」（日の丸内燃機関が地球を救う計画）と

も連携し、我が国の内燃機関に関する研究開発基盤の強化を

図る。【２０１４年度中に着手】 

 
日欧の違いを山越えに例えると 

 
出典：自動車用内燃機関技術研究組合（AICE） 
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２．研究・開発・人材戦略 

（１）産産・産学・産産学連携体制の構築 

① ＥＵＣＡＲ29等の欧州における産学の研究開発プロジェクト

の動向を踏まえ、自動車メーカーが技術課題を抱える協調領

域を特定し、ロードマップを策定する 30。これにあたって、

内燃機関、電池（燃料電池含む）、材料（軽量化等）、モータ

ー・パワエレ、自動運転、生産技術を重点６分野（第一弾）

と定める。【２０１４年度中に着手】 

② 自動車工業会における標準化に関する新たな取組とも連携

しつつ、これら重点６分野について、研究開発の視点のみな

らず、国際標準化を活用した技術の実用化・普及といったビ

ジネス視点における協調についても検討を行う。【２０１４

年度中に着手】 

③ 各技術分野における協調領域の特定やロードマップの策

定・実施に当たって、各社の利害を超えて大所高所の視点か

らのリーダーシップの発揮が求められる。自動車メーカー等

の技術トップ経験者がコーディネータを務めることや、コー

ディネータを支える技術的知見を有するサポート体制の在

り方について検討する。【２０１４年度中に着手】 

 

④ ①から③に掲げた取組を体系的に進めていくためのプラッ

トフォームを検討する。【２０１５年度を目処に実施】 

 

 

 

                                                   
29 EUCAR：European Council for Automotive R&D の略。1994 年設立の欧州自動車工業会

（ACEA）の共同研究開発機関。EU から予算支援を受けつつ、内燃機関や電池等の分野で協調

プロジェクトを組成し研究開発効率化を推進。プロジェクトには自動車メーカーの他、サプライ

ヤや大学等も参画。 
30 効率的な推進の観点から、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）等の既存の枠組の活

用も検討する。例えば、内燃機関や自動運転については、先述の AICE や SIP において、これ

らに関連するプロジェクトが実施されているため、それら取組と連携していく。 
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表 プラットフォームが担う役割（案） 

I 
協調領域におけるロー

ドマップの策定 

・産学官で、重点分野に関する協調領域の

ロードマップを策定 

II 
技術シーズとニーズの

マッチング 

・重点分野におけるニーズとシーズのデー

タベースを構築 

III 
共同研究を最大化する

ファイナンス 

・賦課金等を財源に、産産学官連携プロジ

ェクトの積極推進を図る 

・その際、各種公的資金を効果的に活用 

IV 機能的な知財管理 
・知財管理の在り方（保護・活用）につい

て検討 

V 標準化戦略 ・実用化を見据えた標準化戦略を検討 

VI 
中小企業・ベンチャー企

業育成 

・スピード感があり、新技術採用にも積極

的な中小・ベンチャーを支援することで 

産業のイノベーション力を高める 

VII 人材育成と人材交流 

・今後人材需要が見込まれる領域の研修プ

ログラムを導入 

・学の研究者や学生を産学共同研究活動に

受け入れ、知識の蓄積やスキルを強化 

 

（２）自動車部素材産業との共存共栄 

(ア) 自動車部素材メーカーの競争力強化 

① グローバルニッチトップ企業の発掘・支援 

性能や品質に関する高度な要請に対応し、新たなコア

技術・製品の開発や新規顧客の積極的な拡大に意欲的な

グローバルニッチトップ企業及びこれを目指す企業につ

いて、顕彰の継続的な実施を検討するとともに、資金面

及び人材面での集中的な支援を行う。【２０１４年度以降

も引き続き実施】 

 

② グローカルクラスターの促進 

グローバル展開を目指した中小自動車部素材メーカー

等よる高いレベルでの企業連携（｢グローカルクラスタ

ー｣）を促進する。具体的には、川下企業との強固な取引

関係を構築できる中核企業による強力なリーダーシップ
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の下で行われる参加主体間の人材交流をはじめ、営業、

品質管理、知財管理、情報収集、人事、庶務等の機能の

統合又は共同化に向けた取組や、革新的な技術シーズの

事業化等のための参加企業と大学や研究機関の研究機能

との連携に対して現行施策を活用して集中的支援を行う。

なお、これらの企業間の連携は、相互が適切に経営資源

を補完し合うことが前提であり、同じ需要分野を持つ異

業種企業の連携や、異なる需要分野を持つ同業種企業の

連携が相乗効果を発揮しやすいことにも留意すべきであ

る。【２０１４年度以降も引き続き実施】 

 

(イ) 戦略的コミュニケーションの再構築 

① 自動車産業適正取引ガイドラインの定期的フォローアッ

プ 

自動車メーカーと自動車部素材メーカーとの共存共栄

の原則に基づく取引関係を目指すべき調達原則を提示し

ている、自動車産業適正取引ガイドラインについては、

消費税率引上げに際して消費税の円滑且つ適正な転嫁を

図るとともに、自動車産業における適正取引を推進する

ため、２０１４年１月に改訂を行ったところであるが、

今後、ガイドラインの実効性を強化する観点から、事業

者団体と連携し、定期的に点検・フォローアップを実施

し、必要に応じて改訂を行う。【２０１４年度以降も引き

続き実施】 

 

② 競争法に係るコンプライアンス体制の整備 

欧米をはじめ世界各国の競争当局が、リニエンシー制

度（課徴金等の減免制度）等を背景に競争法の執行を強

化する中で、自動車部素材メーカーに多額の罰金、制裁

金が課され、さらには社員に禁固刑が課される事案も多

数発生している実態を踏まえ、事業者団体として、団体

活動内容の点検を行うとともに、関係企業の競争法に係

るコンプライアンス体制のより一層の強化・確立を図る。 

加えて、自動車適正取引ガイドラインの中で、自動車

産業の競争力の源泉である共存共栄の原則に基づく取引
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関係を維持するためにも、競争法上のリスク低減を図る

取引関係のあり方を整理する。【２０１４年度中に実施】 

 

(ウ) 地域に根ざした自動車部素材戦略の実行 

上記（ア）及び（イ）の取組を具体化するため、各地域の

特徴に応じて策定した自動車部素材戦略について、関係機関

と連携しつつ実行する。【２０１４年度以降も引き続き実施】 
表 各地域の自動車部素材戦略の概要 

とうほく 
部素材戦略 

東北地域で集積が進む自動車産業を、グローバル競争に耐えう

る地域経済の発展を支える基幹産業に育成するため、地域の産

学官が一体となって、単工程脱却、光る独自技術の獲得、生産

プロセス革新、事業の多角化、若手経営者育成等の取組を推進

する。 
広域関東地域 
自動車部素材

戦略 

部素材企業の成長産業分野への参入と、グローバルニッチトッ

プ企業を目指した高度な技術開発を加速すべく、「広域関東圏の

特徴を踏まえた地域としての新産業創出戦略」に基づき、技術

開発、設備投資、アライアンス形成、海外販路開拓、高度専門

人材確保等の支援を行う。 
中部地域 
自動車部素材

戦略 

次世代の自動車を含めた世界屈指の自動車製造拠点であり続け

るとともに、新たな成長産業が次々と創出される地域となるこ

とを目指し、中小自動車部素材メーカーの事業領域拡大、企画

提案力強化、販路開拓のための支援を行う。加えて、研究開発

拠点の整備を行い、産学連携による研究開発を促進する。 
近畿地域 
部素材戦略 

地域の産業支援機関や経済産業局等と連携して、自動車メーカ

ー等の川下メーカーの新たなニーズに対応できる部素材メーカ

ーの発掘を支援するとともに、中小部素材メーカーの部品一貫

生産体制の構築等による新規分野への参入を支援する。 
ちゅうごく地

域自動車部素

材グローバル

戦略 

地域の自動車部素材メーカーが新製品開発、新市場開拓、多角

化等を通じて持続的に発展するための源泉となる「技術」力の

強化を図る。地域戦略会議等で検討された施策に基づき、事業

化プロジェクト、戦略人材育成等を実施する。 
九州地域 
自動車部素材

戦略 

アジアとの近接性を生かした国際競争力の高い先進的自動車生

産拠点の構築に向け、地域の自動車部素材メーカーの足場固め

を優先的に取り組む。既参入企業の取引拡大と地域企業の産業

基盤技術の育成を重点に、ＱＣＤ改善活動、研究開発・提案力

強化等のための支援を行う。 
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３．システム戦略 

（１） 環境・エネルギー制約への対応 

① Ｖ２Ｈの普及促進 

電気自動車等を活用したＶ２Ｈの普及促進を図るため、通

常２～３ヶ月を要する事前協議の効率化を図る。このため、

自動車業界は、電動車両電力供給システム協議会、電気工業

会、ＣＨＡｄｅＭＯ協議会と連携し、Ｖ２Ｈシステムの認証

制度の整備について検討を開始する。【２０１４年度中に実施】 

② 車載蓄電池の残存性能評価 

自動車業界は、国（経済産業省）及び関係業界と連携し、

中古電気自動車の流通や車載蓄電池の二次流通を念頭に、標

準的な蓄電池の残存性能評価手法の必要性について検討を行

い、一定の結論を得る。【２０１４年度中に実施】 

 

（２） 人口増加、都市の過密化、高齢化への対応 

① 次世代自動運転システムの開発 

国は、自動車業界等と連携し、まずは、自動走行システム

等の発展に欠かせない、顕在化する前の危険を予測して対応

する次世代の自動走行システム等 31の開発を推進する。その
                                                   
31 SIP においては、例えば以下の 3 つの技術開発・実証実験について取り組む予定。 
①走行映像データベース構築技術 
自動走行システムのキーテクノロジーの一つである周辺環境認識技術の開発プロセスにおい

て大きな負担となっている、長距離の実走行による技術の検証プロセスを大幅に効率化するため、

実走行と同等の検証をシミュレートできる走行映像データベース構築技術の開発等に取り組む。

なお、本技術で構築されるデータベースは、自動走行システム等の性能評価としての活用も検討

する。 
②全天候型白線識別技術 
悪天候時や照度が急激に変化する環境下においても正確に白線を識別でき、かつ、コスト面に

も優れた、全天候型の白線識別技術を開発等に取り組むことにより、レーンキープアシスト等の

性能向上を図り、ドライバー負担の軽減や交通事故の削減に貢献する。 
③信号情報のリアルタイム活用技術の開発 
インフラ側から自動車側へ提供される信号情報を活用し、交差点での交通事故の防止や交通渋

滞の低減、燃費の向上等に効果のあるシステムの考案、開発等に取り組む。 
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際、国際標準化についても積極的に対応するとともに、画像

認識、データ解析等の技術に精通した人材を育てることも重

要であることに留意すべきである。 

また、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競

技大会を一里塚と捉え、その安全かつ効率的な運営に自動走

行システム等を活用することで、自動走行システム等の普及

拡大や、更なる性能向上を図る。 

 

(ア) 危険予測・回避を可能とする先読み運転技術の開発 

顕在化する前の危険の予測・回避を可能とするため、

以下ⅰ）～ⅲ）の実現に取り組む。【２０１４年度中に着

手】 

ⅰ）ベテランドライバーと同等以上の危険予測と回避を

実現する危険予測・回避アルゴリズム（ドライバーモ

デル）、 

ⅱ）悪天候時も含め、常時、広い範囲を高精度に計測す

るセンシング技術、 

ⅲ）コンピュータ異常時の安全確保機能等を備えた信頼

できるシステムの実現に向けたフェールセーフ・セキ

ュリティ技術 

特に、フェールセーフ・セキュリティ技術については、

自動化のレベルに応じた適切な技術を用いる必要がある

ため、欧米の研究開発動向や標準化の動きを注視しなが

ら開発を進める。 

 

(イ) 国際標準化の推進 

外部と通信によってつながることも想定される自動走

行システム等については、海外展開も見据えながら、国

際標準化に対応していく必要がある。そのため、ＳＡＥ

やＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣ32等の欧米の標準化機関の動向

を注視しながら、自動走行システム等の国際標準化を扱

う、ＩＳＯ／ＴＣ２０４（ＩＴＳ）等における活動を推

進する。33【２０１４年度以降も引き続き実施】 

                                                   
32CEN：European Committee for Standardization、CENELEC：European Committee for 
Electrotechnical Standardization 
33 例えば、ISO/TC204 の WG14（走行制御）では、歩行者衝突緩和システムや危険通知システ
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② 完全自動走行の検討 

  「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」にあるとおり、２０２

０年代後半以降には完全自動走行システムの試用開始があり

うることも念頭に置いて 34、国（経済産業省）は、自動車業

界等と連携し、まずは、完全自動走行車のニーズやビジネス

モデル、海外展開も含めた新たな産業創出等について調査を

行う。また、それぞれのニーズやビジネスモデルに即して現

行制度下で実施可能なモデルや事故時の責任関係を整理した

上で、さらに、現行制度下では実施困難なモデルについて、

国際的な動きを踏まえつつ、法制面についても検討を行う（自

動走行ビジネス検討会（仮称））。【２０１４年度中に着手】 

 

（３） ビッグデータを用いた山積する課題への対応 

① ビジネスモデルの検討 

(ア) 国は、関係省庁の連携の下、自動車業界等と協力し、

交通渋滞の低減にも資する道路交通情報の充実、自動車開

発、適正な中古車販売価格や保険料の算定など、我が国の

ユーザーやメーカー等に真にメリットのある活用方法を

広く調査した上で、その実現にむけた情報共有形態、セキ

ュリティ対策といったリスクへの対応について、関係者に

よる調査研究を行う。35【２０１４年度中に実施】 
                                                                                                                                                     
ムに関する標準化について我が国から提案を行っている他、米国から新規作業項目として

C-ACC（Cooperative Adaptive Cruise Control、車車間通信を用いた車間距離制御システム）

が提案されている。また、WG17（ノーマディックデバイス）では、スマートフォン等のノーマ

ディックデバイスを用いた ITS サービスの国際標準化を進めており、スマートフォン等を活用

した故障診断を行うにあたっての車載ゲートウェイの標準化等が進展している。 
34 自動駐車システムやデッドマンシステム（運転者が突然の病気の発作により運転の継続が困

難となった場合に、路肩等まで安全に自動で走行し、停止するシステム）、島嶼部における完全

自動走行車の活用等の、運転者ではなくシステムが操縦を行うことも視野にいれた自動走行シス

テムの検討が始まっている。 
35 国が保有する情報については、世界最先端ＩＴ国家創造宣言の中では、関係省庁は、2015
年中に交通安全対策や渋滞対策、災害対策等に有効となる道路交通情報を整理し、その後、集

約・配信について検討することとされている。また、パーソナルデータの利活用については、個

人情報及びプライバシーを保護しつつ、パーソナルデータの利活用を躊躇する要因となっている

ルールの曖昧さの解消等を目指し、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の下に設置され

た「パーソナルデータに関する検討会」において検討が進められている。 
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(イ) 喫緊の課題である道路の老朽化対策等の実施により、

道路の維持管理・更新費用の増大が想定される中、自動車

が走行中に収集した情報を、損傷が軽微である早期段階に

予防的な修繕等を実施することで機能の保持・回復を図る

「予防保全型維持管理」の導入や道路の維持管理・更新の

必要性の判断等に活用し、道路の維持管理・更新のトータ

ルコストを低減させるため、その活用の可能性や具体的な

方法について、国、自動車メーカー、道路インフラ関係者

が連携して検討を進め、今夏を目途に中間的取りまとめを

行った上で、方向性について成案を得る。【２０１４年度

中に実施】 
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